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平成25年知立市議会６月定例会市民福祉委員会 

 

 

  １．招集年月日  平成25年６月18日（火） 午前10時00分 

  ２．招集の場所  第１委員会室 

  ３．出席委員（８名） 

     明石 博門     田中  新     稲垣 達雄     高木千恵子 

     池田 福子     佐藤  修     坂田  修     石川 信生 

  ４．欠席委員 

     な し 

  ５．会議事件説明のため出席した者の職氏名 

     市 長   林  郁夫      副 市 長   清水 雅美 

     福祉子ども部長   成瀬 達美      福 祉 課 長   長谷 嘉之 

     子 ど も 課 長   杉浦 辰己      保 険 健 康 部 長   加藤  初 

     長 寿 介 護 課 長   正木  徹      国 保 医 療 課 長   中村 明広 

     健 康 増 進 課 長   清水 弘一      市 民 部 長   山口 義勝 

     市 民 課 長   稲垣 利之      経 済 課 長   平野 康夫 

     環 境 課 長   高木  勝 

  ６．職務のため出席した者の職氏名 

     議 会 事 務 局 長   成田 春夫      議 事 課 長   島津 博史 

     議 事 係   加藤 智也 

  ７．会議に付した事件（又は協議事項）及び審査結果 

                  事  件  名                審査結果 

     議案第43号 知立市国民健康保険税条例の一部を改正する条例        原案可決 

     議案第45号 刈谷知立環境組合規約の変更について               〃 

     議案第46号 平成25年度知立市一般会計補正予算（第２号）           〃 

     議案第47号 平成25年度知立市一般会計補正予算（第３号）           〃 

     陳情第12号 
 最低賃金の引き上げ、全国一律最低賃金制の確立を求める意見書 

 の提出を求める陳情書 
 不採択 

     陳情第13号 

 すべてのパート・非正規労働者の均等待遇の実現および「パート 

 労働法」の公務職場への適用を求める意見書の提出を求める陳情 

 書 

 〃 

     陳情第14号 
 新卒者の就職先の確保、失業者の雇用確保を図るための意見書の 

 提出を求める陳情書 
 〃 

     陳情第15号 
 農業と日本の食料主権、地域経済を破壊するＴＰＰ参加に反対 

 する意見書の提出を求める陳情書 
 〃 

     陳情第16号 
 原発をなくし、自然エネルギーへの転換を求める意見書の提出を 

 求める陳情書 
 〃 

     陳情第17号 
 学童保育の拡充と最低基準づくりを求める意見書の提出を求める 

 陳情書 
 〃 
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――――――――――――――――――――――― 

午前９時58分開会 

○明石委員長 

 おはようございます。 

 定足数に達していますので、ただいまから市民

福祉委員会を開会いたします。 

 本委員会に付託されました案件は10件、すなわ

ち議案第43号、議案第45号、議案第46号、議案第

47号、陳情第12号、陳情第13号、陳情第14号、陳

情第15号、陳情第16号、陳情第17号です。これら

の案件を逐次議題とします。 

 なお、陳情第12号から陳情第17号までの６件に

つきましては、趣旨説明の希望があります。 

 まず、この委員会の冒頭で趣旨説明を行い、陳

情の審査につきましては、本委員会に付託されま

した議案の審査が終了した後に行いますので、御

承知願います。 

 それでは、陳情提出者の趣旨説明を行います。 

 初めに、手順を説明いたします。 

 説明者の方は、お名前をお呼びしましたら、正

面の説明席に着いていただきます。そして、趣旨

説明をしていただきます。説明の時間は１件につ

き５分で、複数の件数の場合はまとめて10分程度

といたします。説明終了後、説明に対する委員の

質問を行います。質問終了後、説明者の方は傍聴

席に移動していただきます。なお、説明及び質問

の忚答の際は、説明者及び委員は委員長が指名し

ましたら、その場で立って行ってください。 

 それでは、陳情第12号から陳情第17号までの提

出者、宇野進二さん、説明席にお座りください。 

 宇野さん、陳情第12号から陳情第17号までの趣

旨説明をお願いいたします。 

○宇野進二氏 

 おはようございます。春の自治体キャラバン実

行委員会を代表しまして来ました、宇野と申しま

す。よろしくお願いします。 

 まず、私どもの陳情について、趣旨説明をする

時間を与えていただきましてありがとうございま

す。お礼申し上げます。時間が10分程度というこ

とで、６本の趣旨説明をしなきゃいけないので、

ちょっとはしょる形になりますけども、よろしく

お願いします。 

 まず、陳情第12号です。最低賃金の引き上げ、

全国一律最低賃金制の確立を求める意見書の提出

を求める陳情書ということでお願いしてますけど

も、今年収200万円以下のいわゆるワーキングプ

ア、働いているのに貧しいという方が1,000万人

を超えるという状況になっていまして、大変な問

題になっております。 

 愛知県の現在の最低賃金が時間給758円です。

近年、これでも高くなってきたほうなんですけど

も、それでも１日８時間、月に22日働いたとして

も、税金だとか社会保険料を引きますと、我々の

計算ですと10万9,908円にしかならないと、これ

で生活ができるのかということです。民主党政権

時代にも最低賃金を引き上げようという議論があ

りまして、当面すぐに800円と、1,000円を目指す

というような話がありましたけども、それはもう

現実の問題としてそういう時給で生活されてる方

が多い中で、それで生活できる最低賃金にしてい

かないといけないということだというふうに思い

ます。先ほどの10万9,908円、これをまた12カ月、

１年で考えたら、大体130万円程度にしかなりま

せん。決して高い額ではないということを御理解

いただければと思います。 

 続きまして、陳情第13号、すべてのパート・非

正規労働者の均等待遇の実現および「パート労働

法」の公務職場への適用を求める意見書の提出を

求める陳情書、先ほどの最低賃金の話と同じです

けども、いわゆる非正規・有期雇用という形の人

がふえています。非常に今、そういう労働力の正

社員が減ってきてまして、非正規の方が多くなり

ました。全労働者の中の３割を超えて、もう４割

近くがそういう非正規・有期雇用ですし、女性の

労働者の中でいえば、もう５割を超えた方が非正

規で働かれて、こちらの方々もやはりワーキング

プアというふうな呼び方をされることがあります。

その問題については、やっぱり大変問題になって

おりまして、ことしの４月には労働契約法という

のが改正をされて、有期雇用がずっと繰り返され
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ている方々、有期雇用でずっと働いている方々、

５年たって、自分が申し出をすれば有期から無期

に転換できるというふうな方策もとられてきてい

るわけですけど、これからということになると思

います。あと、公務職場においても、こういうパ

ート労働法とか適用されていません。ですけども、

同じ趣旨で長く働きたい、雇いどめの心配をしな

くてもいいというような働き方ができるように、

ぜひ公務職場にも適用するようにということで、

意見書を出していただきたいということです。 

 次に、陳述第14号、新卒者の就職先の確保、失

業者の雇用確保を図るための意見書の提出を求め

る陳情書、こちらも同じ話ですけども、今就職が

非常に大変だということを聞かれてると思います。

若干、愛知県の中では回復しつつあるのかなとい

う数字もあるようですけども、いずれにしろ、そ

もそも大学を出たけれども正規の仕事がなくてと、

非正規の仕事が多いというようなこともあります。

なかなか企業としては、正規で雇うというのをし

ないということ、抑制をするということが起こっ

ていますけども、やはり新卒で正規の仕事に就け

るような状況をつくっていかなければ、それが

後々いろいろな問題を引き起こしていくというふ

うに考えています。やっぱり国の政策として、新

卒の方々がちゃんと正規の職に望めばつけるとい

うふうにしていく必要があるのではないのかと。

とりわけ雇用情勢が悪い時代には、公務職場での

採用をふやすというのが今までの、歴史的に言え

ば、そういうことがあったと思うんですけども、

とにかく今、公務を抑制するという方針がずっと

貫かれてるものですから、そういう柔軟な対忚が

できていないんじゃないのかなというふうにも考

えております。 

 続いて、陳情第15号です。農業と日本の食料主

権、地域経済を破壊するＴＰＰ参加に反対する意

見書の提出を求める陳情書、これは昨年、同じよ

うな趣旨で本会議のほうで意見書採択をしていた

だいたというふうに記憶をしておりますけども、

安倍政権になってから、ＴＰＰへの交渉参加表明

をしてということですが、北海道だとかそういう

ところでは、もう全土を挙げて反対というふうに

まとまっています。沖縄なんかもそうですし、い

わゆる農業中心でやられている府県は反対してま

すし、あと日本医師会だとか、全漁連だとか、い

ろんな団体が反対をしています。大抵農業関係の

方が反対をしているのじゃないかとか、中には農

業だって技術革新をして輸出ができるようになれ

ば、活路があるのじゃないかという議論をされま

すけども、決して農業だけに限ったことではなく

て、保険だとか、医療だとか、あらゆる分野につ

いて、アメリカの要求に沿うように、アメリカ企

業が参入できるように規制を撤廃しろというよう

な流れの中なので、農業だけではなくていろんな

分野に影響が出てくるということを考えると、安

易な推進というふうにはならないのではないかと

いうことで、ぜひ反対する意見書を出していただ

きたいということです。 

 陳情第16号、原発をなくし、自然エネルギーへ

の転換を求める意見書の提出を求める陳情書、こ

ちらも昨年、本会議で採択をいただいているとい

うふうに思います。 

 東日本大震災、それに伴う福島第一原発事故、

２年経過しましたが、とても終息しているという

ふうに言えるような状況ではないのではないかと

いうのが我々の考えです。今、大飯原発について

の審査だとか、この７月から新しい基準でという

ことになりますけども、本当にこれで大丈夫なの

かというのがみんなの不安ではないでしょうか。

ここ知立市もそうですが、近くには浜岡原発があ

り、後ろのほうというか、正面には浜岡があるん

ですけど、後ろには敦賀とかあって、実はそっち

のほうが近かったりだとかするんですけども、向

こうで風船を飛ばすと、ぷっと２時間ぐらいでこ

っちまで飛んでくるという実験もありますけれど

も、もし本当にそんなことが起こったらどうなる

のかということをやっぱり考えるときに、何も原

発に固執をする必要はなくて、やっぱり今、自然

エネルギーの転換というものをやることが国の政

策としても、産業おこしという部分についても有

効なのではないのかというふうに考えております。 
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 最後、陳情第17号です。学童保育の拡充と最低

基準づくりを求める意見書の提出を求める陳情書、

学童保育、放課後児童健全育成事業として、法律

に基づいて行われております。ですが、指導員と

いう方がみえますけども、この人たち、非常に厳

しい労働条件とか低賃金、雇用不安が行われてい

ます。平均年収で150万円というふうに言われて

おりますし、３年半程度で、子供が好きだからと

かいうことで学童保育の指導員になられる方が多

いんですけども、３年半ぐらいで半分の方がやめ

られるということも聞いております。働きがいは

あるんですけども、余りにも低賃金、悪い労働条

件の中でやめていくということで、なかなか定着

をしない、定着をしないということは、子供たち

にとっても不安定な、また指導員がまたことしも

変わっちゃったということになっていて落ちつか

ないというようなことがあると思います。今、女

性の社会進出ということと就労拡大をしていこう

じゃないかということが言われてますけども、保

育園の待機児童問題というのはよくあって、それ

を何とか解消しようというようになりましたけど

も、学童保育も同じように、働く女性にとっては

特に大事な施設だというふうに思っています。私

も子供が学童保育に通わせていましたけども、中

にはシングルマザーのお母さんだとかいました。

本当に学童保育を充実しないとやっていけないと

いうように身にしみて感じてきましたので、ぜひ

こういう取り組みを国がちゃんと最低の基準をつ

くって、責任を持ってやっていただきたいという

ことです。 

 大体時間になりましたので、以上です。ありが

とうございました。 

○明石委員長 

 ありがとうございました。 

 趣旨説明が終わりました。次に、質問等があり

ましたら、発言をお願いします。 

（「質問なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 質問なしと認めます。これで陳情第12号から陳

情第17号までの趣旨説明を終わります。 

 宇野さん、傍聴席にお戻りください。 

 しばらく休憩します。 

休憩 午前10時12分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午前10時12分 

○明石委員長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 それでは、本委員会に付託された案件を議題と

していきます。 

 議案第43号 知立市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例の件を議題とします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

○佐藤委員 

 本会議でもさまざま議論がありましたけれども、

重複するかと思いますけれども、改めてこの改正

内容をですね、まず一番最初は、特定継続世帯に

かかわる世帯別の平等割額の軽減と、この点につ

いて改めて御説明お願いします。 

○国保医療課長 

 それでは、御説明をさせていただきます。 

 まず、国民健康保険から後期高齢者医療制度に

移行した場合については、今まで国保のほうで一

括して保険料をお支払いをしていただいたわけで

す。そのうちのお一人の方が後期高齢医療に移行

することで、国民健康保険と、それから後期高齢

者医療制度への保険料の支払いと、両方が発生す

るということになるわけです。国民健康保険は、

今までお二人で入っとった場合でも、平等割の額

というのは２人でも一定額というふうになってた

わけですが、それが１人抜けてもそれが変わらな

いということだと、後期のほうでは平等割という

概念はないわけですけども、通常の均等割の中に

そういったものも含まれるというような考え方の

中で、それが重複するというふうに考えられると。

その分を国保のほうで平等割を半分にするという

ものが、今までの特定世帯というものです。特定

世帯については、期限が５年間継続するというも

のでした。５年を過ぎたらもう制度が終わりです

よということで、平等割は従来の本来の額に戻し

ますよというのが今までの制度でしたけれども、
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それを今回の改正で改めて、その５年を経過して

から３年間の間、２分の１ではありませんけども、

４分の１を減免すると、平等割が４分の３になっ

て、３年間続けることができますよというふうに

改正するのが今回の改正案です。条例第５条の第

２に移譲分の特定継続世帯の平等割が、それから

第７条の第３では後期高齢医療制度の平等割額の

金額を本則を定めて、第23条の中では、７割、５

割、２割の軽減の方の金額をそれぞれ特定継続世

帯について定めるというものです。 

○佐藤委員 

 そうすると、今の話で私ちょっとわからないな

というふうに思いますけれども、まず一つは、こ

の特定世帯という概念は、２分の１の、５年間の

激変緩和措置があるからこれらを特定世帯と呼ん

で、平等割の２分の１軽減をあてたと。今回は、

引き続きこれが２分の１をやめて４分の１として、

平成25年度から平成27年度までの３年間それぞれ

後期と国保に分かれておる方を特定継続世帯とい

う形で激変緩和措置を、軽減の割合は低くなりま

すけれども、なるということですよね。そうする

と、例えば平成27年度以降について、この激変緩

和措置がなくなったという場合は、特定世帯とい

う概念はなくなるわけですか。 

○国保医療課長 

 ちょっと御質問の趣旨がよくわかりかねたんで

すが、平成27年度以降、制度がなくなるという御

質問だったということでしょうか。 

 制度自体は、引き続きあるものというふうに認

識はしています。結局平成20年からスタートして、

平成20年に後期高齢に移られた方は、まず５年間

で、ちょうどこの平成25年３月でそれが終わると。

そこから引き続き３年間、さらに今度の新しい制

度、特定継続世帯が続くということなんですけど、

これが平成21年から後期高齢に移られた方はそこ

からまた５年たって、さらにその後３年というふ

うに、どなたも５年プラス３年の合計８年間は特

定世帯と特定継続世帯の制度を受けられるという

ふうに考えています。 

○佐藤委員 

 私が言ったのは、特定世帯ということを設定し

て具体的に実施をする中身が、平等割について軽

減措置を行うということがセットでなるわけで、

それがもしもそうした軽減措置がないならば、別

に特定世帯などというものを設定しなくてもよろ

しいのではないかなというふうに思ったので、あ

えて聞いたわけですけども、今の話だと、これが

平成27年度までということで、関係がちょっとわ

からないんですけども、そうすると引き続き特定

継続世帯というものは、今回は２分の１の人たち

が終わったと。ところが、実際には引き続き継続

してセパレートになってる人たちがおるわけだか

ら、その人たちを特定継続世帯、今までは特定世

帯と言っとるけども、今回は特定継続世帯という

ことで、３年間について４分の１軽減をすると、

こういう中身だというふうに私は理解してるんで

すけども、それが平成27年度以降、こうした激変

緩和措置が終了したとするならば、特定継続世帯、

そういう概念はなくなるんじゃないですかという

とこを聞いたので、私もちょっとその辺がわから

ないので。 

○国保医療課長 

 平成27年で終了する人というのは、平成20年の

ときにスタートした人は平成21、22、23、24年で、

平成25、26、27年で８年終了しますよというお話

だと思うんですけども、制度自体がそこでなくな

るわけではありませんので、例えばことし平成25

年に後期高齢医療に移られる方があった場合は、

その人は今から特定世帯が５年間スタートするふ

うで、それからさらにその後３年間は、特定継続

世帯が継続するわけですので、特定世帯、特定継

続世帯の概念自体は、平成20年になった方はもう

制度からは対象外になるわけですけども、制度自

体は続いていくというふうに考えているわけです。 

○佐藤委員 

 なかなかちょっとややこしい話でね。そうする

と、もちろんこの高齢医療制度、それから国保が

存続する限り、それぞれ分かれて移動するプラン、

例えば世帯でおった場合に、後期に入り、国保に

残る、それが一つの世帯で見たんですけど、ある
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一定この年月の中で、国保におった人が後期高齢

に入ると。また別の世帯が後期に入り、国保に残

ると、そういう関係がずっと続くわけですよね、

ある意味で、この制度がある限り。そうすると、

その制度が、そうした関係が続き限りにおいては、

この８年間において、当初の５年間は２分の１と

いうことですか。その後３年間は４分の１という

ことで、２分の１自体はなくならないと、こうい

うことですか。ちょっとその辺がよくわからない

んです。 

○国保医療課長 

 おっしゃるとおり、制度自体はなくなりません

ので、今からの人もありますよということです。 

○佐藤委員 

 ということは、２分の１軽減の制度そのものが、

本会議の議論を聞いてると、何かなくなって、２

分の１の部分が５年間はなくなって、４分の１に

なって、それがその後どうなるかというような議

論だったかなというような感じも私自身は受けと

めとったわけなもので、今のお話を聞くと、そう

した特定世帯については５年間は２分の１軽減が

あると。そしてその５年間を過ぎて、国保とそれ

から後期高齢に分かれている世帯を特定継続世帯

と言うと。そして、その方については５年間終了

しても、２分の１期間終了しても、その後３年間

については４分の１軽減でやりますよと、こうい

う制度だということで、制度自体は、先ほど言わ

れたように、２分の１も４分の１もなくならない

と、こういうことだということでよろしいですか

ね。今ちょっと、なかなかそこは大変難しいなと。 

○国保医療課長 

 そういうことです。平成20年からの制度という

ことでお話しさせてもらったので、誤解があった

かなとは思うんですけども、平成20年からスター

トして、それは時限的になされる制度ということ

ではなくて、その人個人個人にとっては８年の年

限があるよということであって、制度自体に年限

があるというものではありません。 

○佐藤委員 

 私自身の受けとめ方は、本会議の議論を聞いて

いて、受けとめ方は、２分の１がなくなって、引

き続き継続の人は４分の１になって、負担増にな

るというそんな理解に、その人自体は２分の１で

きたものが４分の１になるので増税になるけれど

も、新たな人たちは、そういう形ではならないと

いうことですよね。当面２分の１でスライドし、

５年間経過したら、４分の１になるということで。

そういうことですよね。しかしながら、これは初

めからお聞きしたいんですけども、今回地方税法

の改正ということで、新たに２分の１の５年間に

加えて、４分の１の３年間になるということはい

いことだというふうに思いますけども、なぜこれ

が引き続き２分の１でいかないのかなというふう

に思いますけども、その辺はどうでしょうか。 

○国保医療課長 

 これは国の制度ですので、私がどうこう返事し

ていいものかどうかわからないですけど、結局趣

旨としては、最終的には本来の制度で計算された

ものに落ちつくべきものと。ただ、個人の方から

見れば、一遍に負担がふえるのを避けるために、

先ほど佐藤委員が言われたように、個人個人の人

に対して激変緩和をとっていくということだと思

うんですね。８年の年の差というのは、結局国の

ほうは本来５年間やってあげれば、ほとんどの人

が大体後期高齢に２人そろって、残された奥さん

なり御主人も後期高齢に移っていくだろうという

見込みだったと。ところが、案外この段階になっ

てみたらそうでなくて、まだ分離されている世帯

の方もあったということで、じゃあその辺につい

ても尐し手当はしていく必要があるということで、

４分の１軽減を新たに導入したというような説明

は聞いておりますけども、８年、10年たてば、本

来国保の中だったとしても、世帯の状況というの

は変わってくることもあるのかなということが、

例えば誰かが就労するだとか、そういう形で出入

りはいろいろあるわけですよね。８年間安定して、

その世帯が続くということもなかなか、尐ないと

は思いませんけども、時代の流れとともにその辺

は変わるものですので、こういった形で最終的に

負担がなくなっていくということでもやむを得な
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いのかなというのは、私個人の思いではあります。 

○佐藤委員 

 この方たちが５年間は２分の１と４分の１が引

き続き３年間継続されて、通算８年とはいうもの

の、基本的には負担の重みも見たときに、確かに

家族関係が変わるかもしれませんけども、８年と

いいますと、夫婦でそれだけの年齢差がある家庭

と、もしくは親子でそういう関係だとか、さまざ

ま想定されるわけだけども、しかしながら、本来

でいけば、年齢がたとうとどうしようと、その負

担感は余り変わらないどころか、多くの場合、年

金生活者ということを想定されますと、この間の

年金の物価スライドを廃止をされたり、この10月

にはさらに年金の引き下げなども用意をされてる

ということを考えると、私自身は国の地方税法の

改正で、４分の１で引き続き３年間継続されると

いうものの、そこに何らかの上乗せ措置があって

もしかるべきかなというふうに私自身は思うんで

すけれども、その前に、この前の議論では、そう

した軽減措置について国の後期医療制度というも

のがスタートをし、そうした矛盾を抱えたという

ことで、そうした激変緩和措置をとられることに

なったけれども、しかしながらそこの部分の国庫

の中で軽減した財源は、被保険者全体で負担をす

るということで、国負担はないということを言わ

れましたけど、もう一度そこを確認させてくださ

い。 

○国保医療課長 

 おっしゃるとおりです。私たちもちょっとそこ

の点は腑に落ちないところがありましたので、他

の市町、近隣ですけども、ちょっと確認もしまし

た。ちょっと自分たちの勘違いということもあり

ますので確認はしたんですが、やっぱりここの部

分については、国庫からの負担はないということ

でした。 

○佐藤委員 

 今、市長、お話しするかどうかということは別

にしても、国の制度改正の中でこういった矛盾が

生まれ、そのための手当が激変緩和ということで

なされてるわけですけども、それをただでさえ国

保の場合、以前は医療費全体についての50％が国

負担だと、しかしそれが大分前に改悪されて、給

付費の50％と、その後もそこの中に調整交付金や

いろんなものが入り込んできて、被保険者の職業

やそういうところも弱い立場の人たちがふえる中

で、そうした中で保険自体もどんどん引き上がる

という矛盾の中で、こうした国の制度が引き起こ

された矛盾の手当に国負担がないということにつ

いては、市長としてはどんな感想を持たれますか。 

○林市長 

 これは本会議でも申し上げたんですけれども、

本当におかしいなと、国保医療課長もちょっとお

かしいなということで、近隣市にも確認したんだ

けども、やっぱりそういうことかということであ

りまして、本当にこれはもうちょっと勉強して、

間違いなくと申しますか、補助金はないわけであ

りまして、一般会計のほうの交付税に、国保費も

そうでありますけど、社会保障費全般の中にそう

いった項目が入っているのか、入ってなかったら

何だという話であって、また先ほど申し上げまし

た国保が別会計のほうでは、調整交付金の中にそ

ういう考え方が入ってきているのか、もう一度お

さらいして、それでも全然そんな国の財源、県の

財源が配慮もなければ、本当に近隣市と歩調を合

わせて、一度機会を捉えてどういうことですかと

いうことは言っていきたいなと思っています。 

○佐藤委員 

 この前は、本会議があったわけですので、その

間、土日が入ったとは言えども、きょう委員会が

あるわけですよね。本会議の中でそうした質問が

あったということを言えば、これが地方交付税の

中に基準財政需要額として参入されるのかされな

いのか、そこは調べてしかるべきだなというふう

に私は思います。そういうことがないならば、当

然のことながら国にちゃんと意見を言って国の手

当を求めるということが必要だと思うんですよ。

それと同時に、たまたまというか、知立市は交付

団体になっているので、そうなっておりますけれ

ども、これが不交付団体だったら、交付税算入に

されたって、そこには何ら見返りがないわけです
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ので、交付税算入されようとされまいと、国がし

かるべき手当をすることをきちっと求めるべきじ

ゃないですか。そうじゃなければ、被保険者全体

でその負担を担うと。じゃあ上乗せ措置をするか

というと、それは被保険者全体でやるので、他の

保険者から理解を得られません、できませんと、

こういう話に収れんする議論はいかがかなという

ふうに思いますけども、市長、もう一度答弁を聞

いておきたいと思います。 

○国保医療課長 

 先ほどちょっと地方交付税とか調整交付金の話

がありますけども、こちらのほうでも調べました。

調整交付金のほうにも参入はされてありませんで

したし、それから地方交付税についても、国のほ

うの総務省のほうからの通知が来るわけですけど

も、そこの中で何を一般会計から国保会計に繰り

出すかというものが項目ごとに上がってくるわけ

ですね。そこで繰り出した部分を交付税措置しま

すよという形の文書が来るわけですけども、その

中にもないことは確認はしております。ただ、市

長が言われたのは、それを改めてもう一度確認す

るという意味で言っていただいたかなというふう

には思いますので、私たちが今現在調べた限りで

はそういう形ですので、改めて再度確認はさせて

いただきたいということです。 

○佐藤委員 

 ぜひそうした形で、国にしっかりと意見を言っ

てほしいと思います。今、国保医療課長がそのよ

うに言われましたので、市長、ないということで

すので、ぜひ国のほうに意見を出してほしいなと

いうふうに思います。いかがでしょうか。 

○林市長 

 再度確認をして、しっかりと言っていきたいと

思っております。 

○佐藤委員 

 それで、そうした点で、この一番上の７割、５

割、２割の法定減免の人たちは除いて、参考資料

のほうですけども、一番上の欄のところにあるも

ので見たときに、対象人数と、それから２分の１

分について金額は、金額って一人一人の金額じゃ

なくて、影響額と４分の１のものについての影響

額、そういうことを対象人数と、それから影響額

と、この分が全体に国庫の会計の中で負担する部

分の金額について、どのような金額になっている

か、ちょっとお知らせください。 

○国保医療課長 

 本会議で保険健康部長も説明をしたかとは思い

ますけども、人数については、特定世帯が569人、

金額については約690万円、これが特定世帯とし

て、平成24年の数字ですけども、これだけが軽減

した額ということです。特定継続世帯については、

まだ今年度は算定してないので、はっきりとした

数字は言えないということなんですけども、機械

の中に平成20年からずっと国保に今まで入ってい

る方で平等割が半額になって、これにそれぞれ平

等割が半額になっている人を拾い出したところ、

124世帯、先ほどの数値の約５分の１程度の人数

が拾われたわけですけども、その124人に平等割

が、医療分が１万8,900円と後期高齢が5,400円で

すので、合計２万4,300円掛ける減額が４分の１

とすると、75万3,300円、これが軽減額かなとい

うふうに思うわけですが、ただ、この平等割は７、

５、２の軽減がない場合ですので、最大このぐら

いの金額という見込みです。 

○佐藤委員 

 ちょっともう一回確認させてほしいんですけど、

これは私さっき、参考資料の一番上の欄というこ

とで聞いたんですけど、567人というのは、法定

減免の７、５、２もあわせた数ですか。 

○国保医療課長 

 はい、そうです。 

○佐藤委員 

 そういうことね。そうすると、推計でいくとお

よそ765万円ぐらいが今度の改正があって、75万

円が影響額だということを言われましたけれども、

そうすると765万円ぐらいが軽減措置によって、

被保険者全体で負担する額というふうに考えてよ

ろしいでしょうか。 

○国保医療課長 

 そのとおりだと思います。 
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○佐藤委員 

 そうしますと、議論の本質的なところは、先ほ

ど国が負担するのに本来すべきだと、意見を出し

ていきたいというふうに言われたわけですよね。

しかしながら、市のそうした立場や国のありよう

がどうあれ、特定継続世帯については、先ほど言

ったような形で負担がかなり重いということにな

りますよね、正直な話が。そうしてみると、ここ

の部分について、被保険者全体で負担している中

身でありますけれども、一定程度、一般会計から

繰り入れなどもやって、この部分について２分の

１軽減を継続するような措置も検討すべきだとい

うふうに私は考えるんです、こう言えばですね。

そうすると、国保以外の社保の方たちの理解を得

られないというようなことを多分おっしゃるかと

いうふうに思いますけれども、そうではないと。

その点で、この間、国保会計自体も値上げをされ

てきたという経過とあわせれば、そうした措置を

とるべきじゃないかなというふうに思いますけど、

そうした考えはないですか。 

○国保医療課長 

 一般会計からのまず繰り入れにつきましては、

通常知立市の場合も赤字補填という意味合いを持

って、法定繰り入れ以外にその他繰り入れという

ふうな言い方で繰り入れはしております。その費

用はどこに当たるかというと、その他ですので、

不足する部分を補うためということになりますの

で、例えば今回の特定同一世帯の減額によって不

足した部分を補うのにあてられていると言えば、

そういうことも言うことができるのかもしれない

です。 

 それから、さらに国の制度に上乗せして、市で

継続をというお話ということになりますと、ちょ

っとこれは今、私の立場でそういう政策的な話を

お答えすることは難しいかなとは思いますけども、

一遍ちょっと保険健康部長たちと相談をさせてい

ただきたいとは思います。 

○佐藤委員 

 ぜひそうした形で、国保医療課長がそうするこ

とは難しいということですけど、ぜひ相談をさせ

ていただきたいと、市長に振ってもいいわけです

けども、相談させてもらいたいということは、検

討の余地が全然ないということでもないというふ

うに私は受けとめましたので、ぜひその点で検討

をしてほしいなというふうに思います。 

 それから、もう一つ聞かせてほしいんですけど、

ちょっと私は理解不足でわからないんですけども、

参考資料のほうの規則の一部を改正する規則とい

うものがありますけれども、条例と見比べると、

ここのところのウとエのところが追加になってる

んじゃないかなというふうに、私、見て思ったん

ですけども、ここのところについてちょっと今回

の条例の改正に合わせて、ウとエのところが改正

というか、追加になったと理解してますけど、ち

ょっとここを教えてください。 

○国保医療課長 

 ちょっと大変ややこしいところで申しわけない

んですけど、この規則については、ウとエの部分

というものは、旧被扶養者減免と言ってますけど、

この旧被扶養者減免というものは何かというお話

からちょっとさせていただきますと、社会保険に、

例えば御主人が入ってみえて、奥さんがその被扶

養者であった世帯があったとしますよね。御主人

さんは75歳になりました。そうすると、社会保険

からは離脱して、後期高齢者医療制度に移るわけ

ですけども、奥さんのほうは75歳になっていませ

んと、奥さんは取り残されてしまう。そうすると

奥さんは、社会保険の扶養から、今度は国民健康

保険に単独で入っていただくという形になるわけ

ですけども、そうすると今までは社保の扶養です

から、無料で健康保険に入れたものが、後期高齢

者医療制度ができて、御主人さんが移ったがため

に、奥さんは国保に入って保険料を負担していた

だくことになったということになると、非常にそ

の世帯については負担が大きくなるんじゃないの

かという、やはりこれも後期高齢者医療制度がで

きた際の制度、ここの負担を軽減するための制度

でして、基本的には所得割と資産割はもう全く減

免です。それから、均等割が半額になります。そ

れから、平等割も半額になりますよというのが旧
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被扶養者減免と言われる制度で、その部分が規則

に書かれとったわけですけれども、ただ特定世帯

とその方と重なることも可能性もないわけではな

いんです。非常にレアなケースですけど、その場

合に調整をするための制度改正なんですけど、具

体的に言いますと、特定継続世帯が今度できたこ

とで、特定継続世帯は４分の１の軽減しかありま

せんね。旧被扶養者減免では、２分の１に減免し

ますよというふうになっていますので、その間が

４分の１の差は残るわけです。特定継続世帯で４

分の１減免をした残りの部分をこの規則で減免す

るためのものが今回の追加ということになるもの

です。 

○佐藤委員 

 なかなか難しいね、これは一言で言っても。旧

社会保険の人たちも後期高齢でそうしたケースが

あったということですけども、そうするとこの方

たちも２分の１減免できたわけだけども、ここで

いくと平等割ですよね。2.5割軽減前の額の2.5割

と、2.5割軽減って何か難しい話だなと思います

けど、そうすると基本的な考え方はそういうこと

ですけども、ウとエについてそれぞれ、ちょっと

具体例を持ってちょっと説明していただけますか。 

○国保医療課長 

 まず、ウですけども、ウに追加した部分という

のは、ちょっと結論だけお話しさせていただくと、

要するに２分の１にするんですよね。とにかく旧

被扶養者減免で、平等割は２分の１にしますよと。

ただ、その前に特定継続世帯の方は４分の１だけ

は減免されてきていますよね。2.5割が減免にな

っているわけです。だから、その2.5割の減免の

前の金額の2.5割分をここの規則で追加しますよ

ということで、2.5と2.5で５割の軽減になります

よというのが結論なんですけど、ちょっとそうい

う御理解でお願いしたいと思います。 

○佐藤委員 

 なかなか難しいなと。そうすると、結局の話は、

旧被扶養者の方は国保に移っても、今特定継続世

帯については５年間は２分の１だよと、３年間は

４分の１だよというふうに変わりましたけれども、

この旧被扶養者については、この文言はいいです

けれども、今までも２分の１だったんでしょう、

平等割が。それを引き続き２分の１でいきますよ

というそういう内容ということですよね、これは、

はっきり言えば。どうでしょうか。 

○国保医療課長 

 特定世帯の方については、特定世帯であるがた

めに平等割は既に２分の１にされてますので、こ

の旧被扶養者減免では減免はかからないんですけ

ども、今度は新しく特定継続世帯というものがで

きて、特定継続世帯では４分の１の減免しかかか

ってませんので、２分の１まではまだ４分の１だ

け余地があるわけですよね。その部分をここへ規

定して、最終的には２分の１になるようにすると、

こういうものです。 

○佐藤委員 

 要するに、旧被扶養者の方たちは引き続き２分

の１を継続するという中身ですよね、平たく言え

ばそういうことですよね。そうしてみると、ます

ます、確かに旧被扶養者は、扶養者である御主人

なり奥さんでもいいんだけども、社保に入ってい

た場合は課税されなかったと、その分で国保に入

ったために、後期高齢ができてセパレートになっ

て国保に入らざるを得ないためにそうした軽減措

置があったんだけども、この方たちについては、

そうしたことを鑑みて、引き続き４分の１ではな

くて、一般の国保の方たちとは違って２分の１を

引き続き継続しますよということですよね、平た

く言えば。それはわかりました。しかし、この経

緯から見ると、当然だというふうに私も思います。

しかしながら、先ほど振り返ってみると、この人

たちについても、この人たちの負担自体は何ら変

わらない、３年間については４分の１と。こうい

うことでは、やっぱり同じ制度の中にありながら、

それぞれ根っこは違うというのはおかしな話です

よ。だとするならば、そこで独自の上乗せの措置

を講ずることは当然だなというふうに私は思いま

すけど、保険健康部長、そのように思いませんか、

論理の帰結としては。 

○保険健康部長 
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 引き続き２分の１というんですかね、特定継続

世帯の方に対しては４分の１ではなくて２分の１

ということでございますが、今回の制度、減免を

上乗せするということにつきましては、先ほども

言われましたけども、ほかの方とのバランス等も

ありますので、現時点ではこういう形でお願いし

たいなというふうに思います。 

○佐藤委員 

 現時点ですよね、今回これが提案されているの

で、現時点はこういう制度でいいですけれども、

これは個人で、この特定継続世帯という制度はな

くならないと、個人個人に対する軽減だというこ

とを言われてましたので、これは引き続きあるの

で、今回こんな形でなるかもしれませんけれども、

今後の課題としてあることは明らかだというふう

に私は思うんですね。これは、それぞれの社保、

国保の方、それぞれあるかもしれんけれども、根

っこは違うかもしれんけれども、そうしたところ

を見たときに、被保険者の負担自体は社保から来

ようと、こちらから来ようと変わりはないわけで

ね、重さは。そうしたことを見ると、私はそうし

た課題が残るのではないかというふうに思います。

ぜひ検討していただきたいなというふうに思いま

すけど。 

 副市長、いろいろあるかもしれませんけれども、

今の話の中でそうした課題が明らかになったんじ

ゃないかなということを私自身は思うわけですけ

ども、そのようには思いませんか。ぜひこんなこ

とも課題に一つ上げて、研究検討してほしいなと

いうふうに思います。 

○清水副市長 

 これはいわゆる保険制度全体の話というふうに

捉えなくてはいけないというふうに思います。 

 御質問者がおっしゃいますように、それぞれ経

過措置なり激変緩和措置ということで今回措置が

され、それが３年間延長するというような措置に

なってきたわけでございます。それはそうですけ

ども、本会議でも申し上げましたけども、本来か

ら単身の被保険者の方たちもお見えになるわけで

すね。ですから、御質問者がおっしゃるように、

いろんな制度を駆使して減免を拡大するというこ

とは、被保険者にとっては非常に必要なことかも

しれませんけども、国保会計そのもの、制度その

ものの維持という点ではどうなのかなという思い

もございます。いずれにいたしましても、今回の

継続についても、本来はやはり平等割が100％付

加といいますか、納付していただく方になるわけ

ですけども、その経過措置としてこういう軽減が

されているという中で御理解をいただければとい

うふうに考えております。今後そういったことで

の、先ほどの500数万円の保険全体を賄う部分の

考え方の話もございましたけども、それは本会議

でも申し上げましたけども、これが各市全体それ

ぞれの保険者との課題の共通認識ということにな

れば、当然市長も申し上げましたけども、再確認

をしながら国のほうに、例えば県の市長会あるい

は全国の市長会、そういったことも含めて提案を

していくということは必要だろうというふうに思

っております。 

○明石委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 これで質疑を終わります。 

 ここで10分間休憩いたします。 

休憩 午前10時56分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午前11時04分 

○明石委員長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、自由討議に入ります。 

 本案に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 次に、討論に入ります。 

 まず本案に対する反対討論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 
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 次に本案に対する賛成討論の発言を許します。 

○佐藤委員 

 今回の提案といいますか、これは議論の中で後

期高齢者医療制度ができて、それとのかかわり合

いの中で国保との矛盾点がこうした形での激変緩

和措置という形で生じたというか、激変緩和措置

という措置がとられてきたと。５年間の２分の１

軽減については、５年経過で適用にならないもの

の、引き続き３年間について４分の１軽減だと。

その点と、それから旧被扶養者の国保加入の軽減

と、両方てんびんにかければ、なかなか矛盾点が

そういったところにも象徴的にあるなというふう

に思うわけです。私は、本会議の議論もそうです

けれども、きょうの議論もそうした点での引き続

き２分の１と、さらに旧被扶養者、この方とあわ

せるという点でも上乗せ措置をすべきだというふ

うに考えますけれども、引き続き３年間について

４分の１軽減をされるという点では賛成をするも

のですけども、いずれにしても後期高齢者医療制

度のこうした矛盾を棚上げにしたまま、こうした

制度を継ぎはぎで運営をせざるを得ないというと

ころは大きな問題点であり、後期高齢者医療制度

のやはり見直しをすべきものだという点を述べて、

極めて消極的でありますけれども、賛成の討論に

したいなというふうに思います。 

○明石委員長 

 次に、本案に対する反対討論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第43号について、挙手により採決します。 

 議案第43号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手全員です。したがって、議案第43号 知立

市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の件

は、原案のとおり可決すべきものと決定いたしま

した。 

 議案第45号 刈谷知立環境組合規約の変更につ

いての件を議題とします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

○稲垣委員 

 それでは、尐しだけお聞かせください。 

 今回、この規約変更についてでございます。内

容は、余熱利用施設である温水プール等休養施設

を余熱利用施設、温水プールと附帯施設に変更す

るというものであります。この休養施設とはどん

な施設であるのか。また、規約変更での附帯施設

とは、改めてどんな施設かお示しください。お願

いします。 

○環境課長 

 改正前の休養施設というのは、基本的には温水

プール以外の施設をいうんですけど、たとえて個

別に上げるのであれば、浴場または大広間、そう

いったものが該当すると思います。 

 変更後の附帯施設というものにつきましては、

これにつきましてもプール以外の施設ということ

にはかわりはないんですが、フィットネススタジ

オだとかトレーニングジム、また多目的ホールと

いう部分もございますので、総称して附帯設備と

いうことで認識しております。 

 以上です。 

○稲垣委員 

 それで、現状の休養施設、また余熱利用施設で

すか、これについて利用料金とか、また利用の範

囲ですね、これについてもちょっとお示しくださ

い。お願いします。 

○環境課長 

 こちらのほうにつきまして、余熱ホールの設置

及び管理に関する条例という環境組合の条例がご

ざいまして、そちらのほうの別表に料金体系が記

載されております。プール施設につきましては、

大人１回１人500円、子供200円、幼児が100円、

あと団体大人１人１回につき400円、これは団体

20人以上ということですけども、子供につきまし

ては団体150円、そして範囲のことの中に含まれ

るんですが、余熱ホール自体は建物でございます。

建物内のプール施設以外のもの、こちらのほうが

この条例の中で休養施設等という表記をされてお
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りまして、料金が決まっております。個人は１人

１回につき100円、あと和室会議室がございます

が、これにつきましては占用するということ、要

は貸し切りということですね、和室、くす、けや

き、かきつばた等がございまして、おおむね500

円ぐらいから、かきつばたというのがちょっと広

いんですが、こちらのほうが4,580円、会議室に

つきましては500円ということになっております。 

 以上です。 

○稲垣委員 

 いろんな施設の料金とか、いろいろわかりまし

た。ありがとうございました。 

 さきにこのウォーターパレスに対する利用者の

満足度など、利用目的がアンケートされたという

ことを聞いております。そのアンケートの結果に

ついての感想とか、今回規約変更が現場でどのよ

うに変わるのか、配付されました施設の図面があ

りました。これについての新しくできる施設、そ

の利用範囲とか料金等はどのようになるのか、わ

かる範囲でお聞かせください。お願いいたします。 

○環境課長 

 アンケートは、資料としてお配りさせていただ

いております。アンケートの内容は裏面というか、

こういうページがちょっとてれこしてますけど、

一番後ろがアンケートの協力をお願いしたもので

ございます。そして、表に戻りまして、アンケー

トの有効回答数342ということで、342名の方にア

ンケートをとってございます。年齢層につきまし

ては、48ページを見ていただくと、左上に書いて

ございます。20代以下の回答が76名、40代以下61

名、50代以下144名、70代以上54名、無回答が７

名あったと、全部で342名ということになってご

ざいます。この内容、また一番最初の45ページに

戻りまして、内容といたしましては、例えば利用

した目的というところで、教室への参加、運動し

にきたという方がほぼ半数程度を占めておりまし

て、それで年齢別に見ると、これが顕著にあらわ

れてるなと思ったんですが、プール、20代以下で

は、20代、40代、60代、これがほとんどプールで

すね。あと、浴室の利用は60代以上から徐々にふ

えて、70代以上が多いのかなと。あと、年齢別に

見た利用目的、やはり年齢別に尐しずつ差異があ

ります。こういったことをアンケートで見て、内

容につきましてはもうちょっと中に入っていただ

くと書いてあるんですが、例えば47ページにある

んですが、年齢別に見た欲しい機能・施設の割合

というところに、20代から40代ぐらいがエクササ

イズ、フィットネスジムだとかというのが多いで

すね。充実した温浴施設というのが70代、60代以

上の方が多いのかなというふうに思われます。以

上が大体アンケートの結果ということでございま

して、私どもとしては平成25年というのが老朽化

したということもあって、改修につきましては一

区切りになるのかなと思っております。他市のこ

ういった温水プールのある施設におきましても、

フィットネススクールやトレーニングジムという

のが今、時代の流行ということもあって、人気が

あるように聞いております。今回の規約改正とい

うか、リニューアルにつきましてはあくまでも利

用増を図るため、今和室等が非常に利用者が尐な

いという状況もございまして、利用増を図るとい

うことが今回の改修の大きいねらいということで

ございます。そういうことで、わかる範囲でとい

うことなんですが、先ほど申し上げたフィットネ

ススタジオやトレーニングジム、多目的ホール、

こういったことで、そういった内容で利用の見込

まれるものに改修していくということがねらいで

ございます。 

 以上です。 

○稲垣委員 

 これについての利用料金というのは、これはま

だ把握はされていないのか、これについてはどう

なんでしょうか。 

○環境課長 

 利用料金につきましては、今まだ環境組合のほ

うで恐らくいろいろ検討されている状況であると

思います。まだ、済みません、当市のほうにはそ

ういった料金体系の状況が伝わってきておりませ

ん。 

 以上です。 
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○稲垣委員 

 わかりました。 

 私ども民友クラブ、昨日この件について町なか、

この入浴施設だとかフィットネスクラブ、幾つか

見てきました。それで、中に入って料金とかいろ

んなものをチェックしてきましたところ、例えば

入浴施設ですね、ここでは大人が平日450円、こ

れは一般の方は会員でないと50円アップの500円、

小学生は250円、幼児は150円で、いずれも土曜・

日曜・祝日は50円アップと、このようになってお

りました。これ、知立市内の施設でございます。

それから、もう一つ今人気でありますフィットネ

スクラブ、ここは受付で聞いたところ、例えばあ

す来て、ちょっと体験させてもらえますかと言っ

たら、ここはやはり全員会員登録をして利用いた

だいているということで、そんなような制約があ

りました。利用時間、曜日などいろんなことが制

約がついておりまして、会員にもいろいろクラス

分けされておりまして、例えばマスター会員は月

額が8,925円、ペア会員7,875円、またグループ会

員等は7,350円で、昼間利用者は5,775円、夜に関

しては5,040円、これについてはいろいろ制約が

ありました。このように、いずれに施設もちょっ

とびっくりしたのは、きのうの午後２時過ぎに幾

つか回っていたときに、どこの施設も駐車場に入

れないぐらいということですごい人気だなと。先

ほど環境課長が申されたように、トレーニングジ

ムだとかフィットネスクラブ、これは本当に人気

で、今の時代にマッチしているのかなというもの

を強く感じました。 

 そこで、一つ提案でございます。 

 施設の管理・運営は民間に依頼する、こういっ

たこともぜひ検討していただいて、この件、要望

しておきます。 

 これで私の質問を終わります。ちょっと意見だ

けお聞かせください。 

○環境課長 

 環境組合の３月議会におきまして、その辺のと

ころの説明が所長よりございました。余熱ホール、

会館全てを構想では指定管理者、例えば刈谷市で

はウイングアリーナというところはコナミが指定

管理者となっておられるようですが、そういった

ぐあいに、温水プールも全て含めてその管理・運

営は民間に委託する、指定管理にしたいというこ

とを聞いております。そういったことで、民間の

活力を利用して、利用増を図って、なおかつ合理

的に、要は利用増というか、料金も歳入をふやし

たいというふうに説明を受けております。 

 以上でございます。 

○明石委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○佐藤委員 

 ちょっとお聞かせください。 

 先ほど稲垣委員も聞きましたけども、附帯施設

に何が入るのかということを聞かれたんですけれ

ども、もう一度その辺ちょっとお聞かせください。 

○環境課長 

 改正後の附帯施設につきましては、いわゆる健

康増進施設といわれるフィットネススタジオだと

かトレーニングジム、そしていろんな講座だとか、

文化的講座も考えてみえるようなんですが、多目

的広場、多目的ホールというものが一忚計画にご

ざいます。こういったものを総称して附帯施設と

いうふうに表現をさせていただいているというふ

うに聞いております。 

○佐藤委員 

 そうすると、ちょっと本会議でこの附帯施設の

中に何が入るのかということを市民部長のほうに

お聞きをしましたけど、市民部長はどう答弁され

ましたか。 

○市民部長 

 今現在の改修前の図面の中では、プール以外の

施設の中にある、例えば浴室だとか２階にある大

広間、それから遊戯室、和室、こういったものが

休養施設に含まれるということで認識をしており

ます。今後、これを改修したときの図面を見ます

と、プール以外のものが附帯施設のほうに含まれ

るというような形で認識をしております。 

○佐藤委員 

 高橋議員と議論をしたときは、附帯施設の中に、
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今現在については附帯施設というふうにして変わ

ってもお風呂が入るという答弁を市民部長はされ

ましたけども、そのとおりでよろしいですか。 

○市民部長 

 そのように答弁しました。附帯施設の中に、仮

にお風呂をこのままというのか、改修後の図面の

中にお風呂が改修されるということであっても、

附帯施設の中には含まれるという形でお答えしま

した。 

○佐藤委員 

 今は、環境課長のほうは、改修されたらそこの

中には、さっき読み上げたところには新たな施設

のところが入ると。市民部長のほうは、こうした

形で改修がなければ、附帯施設の中にお風呂も入

ると、こういう答弁をされたわけですよね。あそ

この中での議論は、お風呂について、中島議員の

ほうからそうした要望が強いということ、それか

ら災害時に対忚するのにそうしたお風呂が必要で

はないかと、そんな議論の中で、お風呂の存続を

したらどうかと、こんな意見が議論の中で市民部

長のほうは答弁されましたけども、そのことをひ

とつ確認をしておきたいと。 

 私、このアンケートですね、きょういただきま

したけども、平成22年の環境組合のとき、私も環

境組合議員でした。このアンケートを提案させて

いただいたのは、議会の中で私が提案させてもら

ったんですよ、これは。議案で、改修事業の基本

計画策定委託料というものが150万円でしたかね、

平成22年の３月議会だったかちょっと忘れました

けど、出ました。だけど、そのときの議論を通じ

て、改修するのであるならば、アンケートを実施

したらどうですかというようなことを言わせても

らって、答弁もありましたけれども、このアンケ

ートは本会議では割れましたけども、改めてどち

らがやられたんですか。 

○環境課長 

 どちらがというのは、組合か、市かということ

ですか。 

○佐藤委員 

 あのときの環境組合の議会での答弁は、この基

本設計を改修事業策定、ちょっと忘れましたけど

も、基本計画策定委託料の中で、委託事業者はそ

のときはまだ予算の段階で、明らかではありませ

んでした。しかし、環境組合の答弁は、みずから

がやるということは明言を、私もそれ以上の議論

はなかったわけです、３回までの質疑しかできな

いわけですので、なかったわけですけれども、業

者にやらせるというニュアンスを含めて、実施主

体はもちろん環境組合ですけども、実際のそれを

アンケートを実施するところは、そうした委託事

業を受けた業者というようなちょっとファジーな

ところの答弁があって、だから実施主体は刈谷環

境組合でありますけれども、実際にこのアンケー

トを実施したのはどこですかということをお聞き

してるんです。 

○環境課長 

 本会議でもたしか市民部長が答えられたと思う

んですが、平成22年度ですね、大建設計という業

者がアンケートを含めた利用計画を策定しており

ます。 

○佐藤委員 

 そうすると、実施事業者は刈谷環境組合であり

ますけれども、実施をしたのは大建設計と。この

アンケートの中身そのものも大建設計がつくられ

たんですか。 

○環境課長 

 はい、そのとおりでございます。余熱ホール利

用計画策定報告書ということで、大建設計がアン

ケートを含めて策定しております。 

○佐藤委員 

 そうですか、大建設計ね。大建設計というのは、

東京に本社があるんですよね。名古屋と大阪に支

社があるのかな。知立市の福祉体育館も、設計は

大建設計じゃないですかね。刈谷のコナミが指定

管理者を受けている総合運動公園の体育館も大建

設計だというふうに認識してますけれども、極め

てそういう意味合いで見ると、この事業者という

のは刈谷市にも知立市にもなじみのある業者だな

という感じがしますけども、その辺どうですか。 

○環境課長 
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 済みません、ちょっと私、刈谷市と知立市で体

育館だとかやっていたことは承知しておりません

でした。 

○佐藤委員 

 別に刈谷市の総合運動公園の体育館や知立市の

福祉体育館、それの設計をやったからどうのこう

のということじゃなくて、そういう知立市や刈谷

市になじみのある設計事務所なんだなということ

がインターネット引いてわかりましたけどね。 

 それで、この大建設計というのは、そうしたス

ポーツ施設、いろんなことをやっていますけど、

スポーツ施設やその他について豊富な実績のある

業者です。ですから、設計自体も経験のある業者

がつくられたということだろうというふうに私は

思いますけれども。それで、しかしアンケートそ

のものを全部丸投げで、環境組合が考えることも

なくですね。もちろんつくったやつをいいかどう

かということは承認しただろうというふうに思い

ますけれども、しかしそうしたやり方で集めたア

ンケートということにはちょっと、きのうの委員

会じゃないですけども、極めて違和感を私は覚え

ますけれども、違和感を覚えませんか。こうした

アンケートの項目自体を仮や環境組合が精査をし、

つくり、それをやるということについて、業者が

やるということはあると思うけれども、それを丸

投げでアンケートもつくらせてやられたというの

は、私は違和感を覚えますけども、どうでしょう

か。 

○環境課長 

 環境組合の共同処理する事務の施設なので、私

の立場でやり方がどうかということはちょっと御

勘弁していただきたいなと思うんですが。 

○佐藤委員 

 それで、このアンケートについて、例えばちょ

っとお聞きしますけども、この設問を見ますと、

いろいろ、１問、本日利用した施設、２問、満足

度、３問、ウォーターパレス以外で利用したこと

のある施設、５番目の設問で、あったらいいなと

思う機能や施設を教えてくださいと。その他はあ

るものの、既存の従来ある施設はここから全部ス

ポイルさせて、新たなものを求めているわけです

よ。特に、浴場ということを思うと、充実した温

浴施設というのが載ってるんですよ。そうすると、

イメージから充実した温浴施設で、何かなと思う

と、風呂を利用している人は、もっといい風呂に

なるのかなというようなイメージを与えるような

説明になってるんですよ。だから、現在ある施設

の満足度はあるものの、存続してほしい施設はど

うですかというような設問は一つもないんですよ。

新たにつけ加えるものだけです。こうした設問は、

何かおかしいと思いませんか。どうでしょうか。 

○環境課長 

 ちょっと回答にならないかもしれないんですけ

ど、平成22年度にこの環境組合の議会、佐藤委員

もいらっしゃったということを聞いておりますの

であれなんですが、そのときに私はちょっと傍聴

しとったわけじゃないのものですからわからない

んですが、恐らく何らかの議論が出たのかなと思

うんですけど、それに対して、ちょっと私、なか

なか答弁がしづらいものですから、環境組合のほ

うでそれが通って、平成23年度に実施設計を委託

費を組んだというというふうに、そうやって考え

ると、何らかの議論があったかもしれないですけ

ど、そういう方向性には進んだのかなというふう

に私は理解しております。 

○佐藤委員 

 そこがそうしたスポーツ施設の設計にたけた業

者であり、そして利用者をふやすということはい

いことで、私自身もフィットネスクラブやその他

ができることは何ら異論はございません。幅広い

利用層があるわけですので、ニーズもあるのでね。

しかしながら、ここの利用した施設を見ると、プ

ールが一番多くて、その次が浴室と、回答数もプ

ールに次いで多いと、18.6％、利用施設の中で浴

室と、70代が35.8％、年齢別に見た入浴のために

来たという方が70代では14％と、教室への参加と

かありますけど、それなりに利用されてニーズの

高い施設だと。これはプールがメーンなものでね、

プールが一番多いのは決まってる話なんですよ。

その他の中で、やっぱり浴室というものが非常に
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多いということなんです。アンケートは浴室を新

しくするにしても、今の既存の施設の中でもっと

よくしてほしいものは何ですかという設問があっ

てしかるべきじゃないですか。ここの中に、満

足・不満足度の理由とか満足とかいろいろありま

すけども、満足のほうで見ると、浴室がきれいで

充実しているとか、不満足で見ると、プールと風

呂場の動線が悪いとか、こういうのがある。それ

で、その他のコメントのところで、浴室の洗い場

をふやしてほしい、浴室とプールを直接往来でき

るようにしてほしいと、こういう形であるんです

よ。このアンケートはアンケートとしながら、こ

れがこの設計に同じ業者が実施をして、この設計

になって、このアンケートの中でも風呂に対する

要望が高いということはちゃんと明らかじゃない

ですか。これはプールがメーンだから、多いに決

まってるんだけども、じゃないですか。しかし、

そこの中には充実した温浴施設と、これはクアコ

ーナーという形になってるんでしょう。従来、温

浴室にクアコーナーがあったわけなもので、今現

在もあるわけだもので、そこをもっと充実させる

のではなくて、浴室をなくして、そこをクアコー

ナーにしたというところがどうなんでしょうかと。

こういう形でアンケートが利用されてなったけれ

ども、どんな検討をされて、ここの設計に至った

のか。アンケートでこういうふうだから、こうい

う施設になりましたよと、十分な検討がないじゃ

ないですか。尐なくともアンケートの結果を環境

組合議会に示して、皆さんからも意見をいただい

て、どうですかという手順を踏むのが普通のやり

方じゃないですか。計画やそういう執行は俺らが

任されてるんだから、全部これでいいですという

ことじゃなくて、実際には規約も変更して、大き

くさま変わりさせるわけなもので、そこは環境組

合議会の中で議論として内容が提示されて、計画

が示されて、アンケートも示されて、もう予算が

計上されたころではなくて、経過措置を含めて、

示されて議論されてここに至ったならともかく、

そういう中間過程が一つもなくてここに至ったと。

なおかつこのアンケートは、環境組合の議員にも

配ってないという中で決まってくるわけでしょう。

予算は可決はされたかもしれませんけれども、委

員も議員も１年交代と、質問３回までという中で、

そうしたものが提示されないから、議論のしよう

がないじゃないですか。前提条件が欠落した中で

こんな議論がされて、規定の方針ですと言われて

も、納得できないんじゃないですか、どうですか。 

○明石委員長 

 しばらく休憩します。 

休憩 午前11時36分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午前11時37分 

○明石委員長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

○佐藤委員 

 確かに環境課長たちは参加できない、そこに参

加していなかった、継続性がなかったというふう

に言われるかもしれんけど、大きな施設を変更す

る規約の改正だもので、わからないということで

はいかんじゃないかと思います。あらゆる質問に

答えるようにするのが、そうじゃなければ、何の

ために知立市議会でこれを議決するのということ

になるんじゃないですか。 

○環境課長 

 私は去年から環境課のほうに所属をしまして、

ことしの３月議会も出席したんですが、そのとき

に私の記憶では、議会のほうから分担金の話と、

あとお風呂の話も議論が出ておりまして、そのと

きの細かいところまでは私も余り覚えてはないん

ですが、たしか所長の説明では、プールで事故が

あって、年に一、二件ぐらい、細かいところまで

はわからないんですけど、そういう事故があって、

救急車を呼んで、たまたま死亡事故まではいかな

かったけど、そういった事故があって、高齢者の

方が倒れたりだとか、そういうことの管理が非常

に難しいということがあったように聞き及んでお

ります。あと、余熱プールの職員の方に、私はそ

れは私的に聞いた話ですけど、昼間からちょっと

酔った方と風呂場で口論になったということも聞

いたこともありますし、そういったことで、お風
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呂の管理の問題がちょっと非常に大きかったので

はないのかなという気はします。あと、確かにア

ンケートの結果だけを見ると、いろんなふうにと

れるものですから、利用した目的の入浴のためと

いうと、これが割合でいけば5.4％ということで、

確かに高齢者の方については、このアンケート全

体でぱっと見ると、入浴というのが非常に楽しみ

だったのかなというのは受け取りはできるんです

が、やっぱり25年という一つのサイクルで、節目

ということで今回リニューアルするということで、

管理上難しいものは違った形で、温浴施設という

ことでクアコーナー、それを充実させるという方

向を今回環境組合はかじをとったんだなと、私は

そういうふうに感じております。 

○佐藤委員 

 善意で解釈すればそうでありますけれども、予

算は環境組合の中で可決をしたということですけ

ども、全体の中ではまだこれが11月の工事だと。

この後も環境組合議会が予定されているようです

ので、その辺ではぜひこうした資料も含めてちゃ

んと定義して、私、きょうの議論に加わってない

から、又聞きのような話を聞いて、余り十分じゃ

ないですけども、このアンケートがつくられ、同

じ業者がアンケートをし、基本計画をつくり、設

計もやりと、一体の中でこうした流れができてき

て、そこのところに、言い分は風呂で事故があっ

たとかいろいろあったけども、改善策やそういう

ことは議会に提示されて、このアンケートの結果、

内容も含めて議論なく一路来たというこういう経

過を踏まえると、その辺も踏まえて、ちゃんと環

境組合のほうにこうした資料も提供して議論して、

そうした市民の声に忚える、そうした内容にして

ほしいなというふうに思います。今現在は、市民

部長のほうは附帯施設の中にお風呂が入るという

ふうにね、現在の施設で適忚したらということで

すよね。しかし、これは11月１日から施工すると

いうことになったときは、市民部長の言われたと

おり、この図面の中の施設だと、こういうことで

すかね。そうすると、これはお風呂は入らないよ

と、11月１日からは、こういうことでしょうか。 

○市民部長 

 先ほど来からの佐藤委員の御指摘の中で、この

余熱利用施設につきましては、平成21年から修繕

計画ができまして、今回こういった形で規約改正

という形で出てきました。るる御披瀝をいただき

ましたものを御案内いただいて、初めて知ったよ

うなこともありました。こういったことは今回私

も深く反省をして、十分こういった内容について

は詳細を確認しておくことだったなと反省はして

おります。今回、この環境組合のほうがこういっ

た施設改修について、こういう計画を立てられて

いる中で、先ほども環境課長が申しましたように、

アンケート等も反映させていただいて、計画の中

で実施をさせていただくということで、こういっ

た実施計画が出ておりますので、この計画を今言

った御意見等があったということは、組合のほう

にはお伝えさせていただきたいなと思います。た

だ、それがどれだけということがあると思うんで

すけれども、地元の皆さんの意見を聞いたアンケ

ートを計画に反映された改修だと思っております

ので、お伝えはさせていただきますけれども、こ

れがどういうふうになるかというは、私どもは確

約が得られないところであります。 

○佐藤委員 

 そういう話があったということを伝えるという

ことですけども、それともう一つ、議会にもこう

したアンケートも示されず、この議論の俎上に乗

らなかったわけですけども、これは近隣の４地区

の方に説明をされたと言いますけれども、このア

ンケートも提示をされて、そんな形も説明された

ということですか。 

○環境課長 

 それにつきましては確認をしたところ、リニュ

ーアルの工事の前に、まず老朽化のことで改修工

事というのがメーンにありました。リニューアル

の話が出たときに、当市も刈谷市も含めて財政状

況が非常に余り芳しくないということで、ちょっ

とリニューアルを待ってくれんかというお話が財

政部局からあったというふうに聞いております。

それで、昨年の７月にそういった機会があったと
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いえばあったわけですが、そのときにアンケート

を示した上で４地区の方に説明したのかというと、

そのときにはちょっと本当に実施計画前で、説明

ができることはなかったので、今回はちょっと７

月にまた予定されておりますので、そのときに説

明をさせていただくというふうに聞いております。

なので、結果的には、４地区の方にはそういった

形で説明はまだしていないということを聞いてお

ります。 

○佐藤委員 

 そうすると、今回の実施計画に至る過程の中で、

行政側から刈谷環境組合についても十分な情報提

示、この計画も示さない中で、そして近隣住民、

関係住民についても説明がない中で、こうした実

施計画が計上されて、予算化されて、そしてこう

いうものが出てきて、そこから浴室がなくなった

と、こういう流れだということがよくわかりまし

た。 

 以上です。 

○明石委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 これで質疑を終わります。 

 次に、自由討議に入ります。 

 本案に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 次に、討論に入ります。 

 まず本案に対する反対討論の発言を許します。 

○佐藤委員 

 本会議の議論やここに至る過程の中で明確にな

ったことは、議会にも十分な、このアンケートも

含めて資料提供がない、十分な議論をする土壌を

つくらなかった、そして関係地区の方にもそうし

た説明が十分になかったというようなこと、それ

からアンケート自体も極めてこの中身自体は、現

状ある施設の改善についての設問などもなくて、

新たに追加するというものだけに特化していると

いうことは極めて問題だなというふうに私は思い

ます。私は、引き続きこのアンケートの結果、そ

うしたアンケートであっても、お風呂を利用され

ている方たちのそうしたニーズがここにもたくさ

んあらわれてるということを見れば、再考する余

地があり、今回の規約改正によって、11月１日施

工というふうになりますので、11月１日施工では、

浴室はこの図面どおりだということで排除される

と、こういう中身だということがよくわかりまし

たので、私どもは利用者がふえることを望んでい

ますし、そうした多様なニーズを吸収する意味で、

フィットネスジムができることについて反対して

いるわけではありませんし、そうした点でよくな

ることについてはいいですけれども、そうした特

に高齢の方たちがよく利用されるこうした施設が

排除されるということは納得はできないわけです。

これによって、プールを利用する高齢者もみえま

すけども、高齢者の足が遠のくような事態になっ

ては大変だというようなことから、反対を表明し

ておきます。 

○明石委員長 

 次に、本案に対する賛成討論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第45号について、挙手により採決します。 

 議案第45号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手多数です。したがって、議案第45号 刈谷

知立環境組合規約の変更についての件は、原案の

とおり可決すべきものと決定しました。 

 ここで午後１時まで休憩とします。 

休憩 午前11時48分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午後０時58分 

○明石委員長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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 議案第46号 平成25年度知立市一般会計補正予

算（第２号）の件を議題とします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

○池田福子委員 

 済みません、よろしくお願いします。 

 17ページですね。生活保護費についてちょっと

伺いたいので、お願いいたします。 

 システム改修委託料ということなんですけれど

も、これは何のための費用であるか、それからい

つからの分から対象になるかという、前もっての

準備だと思うんですけれども、もうちょっと教え

ていただきたいと思います。 

○福祉課長 

 生活保護システム改修委託料ですけれども、こ

れについては、特定財源の国庫補助金、セーフテ

ィーネット支援対策事業費補助金10分の10、283

万5,000円をいただきまして、今回生活保護にお

ける改修をします。改修の概要としては、生活扶

助基準と住宅扶助、補修費等住宅維持費と出産扶

助、施設分娩、生業扶助、技能習得費の見直しを

国のほうが行っておりますので、平成25年８月の

支給から変更するためのシステム改修委託料でご

ざいます。 

 以上でございます。 

○池田福子委員 

 要するに、８月からそれが実施に移されるため

のシステム改修の予算づけということでよろしい

わけですよね。そうしましたら、どのように変わ

るか、ざっくりで結構ですので、ちょっとお知ら

せ願えますか。 

○福祉課長 

 今回のシステム改修において、生活扶助基準の

見直しがなされます。生活扶助基準においては、

第１類という形で、年齢別における基準額が策定

されております。その基準額を今回、国のほうが

消費実態との均衡を図るというところで、基準額

の見直しをしております。また、生活補助基準に

おける第２類、これも世帯人員によって補助基準

額が段階的に変わってるんですけれども、これに

ついても、消費実態との均衡を図るということで

変えております。今回一番大きな改正は、世帯人

数における逓減率というものが定められているん

ですけれども、これは生活保護の第１群、２人、

仮に40歳の夫婦ですと、その２人分の基準額を足

したものを第１群として計算します。第２群につ

いては、２人世帯の基準額を採用して、それが生

活保護の最低基準という形になるんですけれども、

そこにおいて、今までは４人以上が逓減率１だっ

たものが、２人でも逓減率が発生するという形の

改正になっているところが大きな点でございます。 

 以上でございます。 

○池田福子委員 

 済みません、ちょっとわかりにくかったので、

もうちょっと目に見えるような形で言ってもらえ

ますか。70歳以上はどれだけ減るとか、そういう

答え方をしてもらっていいですか。 

○福祉課長 

 今回、生活保護の認定基準表でいく第１類は、

知立市においては生活保護の表が第２表の１とい

う区分になります。０歳から２歳の第１類につい

ては、１万9,020円であったものが２万3,420円、

4,400円の増加になっております。３歳児から５

歳は２万3980円が２万6,330円で2,350円の増額で

す。６歳から11歳は３万1,000円が３万210円でマ

イナス790円、12歳から19歳が３万8,290円が３万

4,410円でマイナス3,880円、20歳から40歳が３万

6,650円が３万3,760円でマイナス2,890円、41歳

から59歳が３万4,740円が３万4,570円でマイナス

170円、60歳から69歳が３万2,850円が３万円

4,240円で、1,390円の増額です。70歳以上が２万

9,430円が２万9,720円で、290円の増加となって

おります。 

○池田福子委員 

 これで見ますと、いろいろな組み合わせができ

ると思うんですけれども、要するに40代の夫婦で、

小学校以上の子供が２人という場合が結構な金額

が減額になると思うんですけれども、それでよろ

しいですか。 

○福祉課長 

 今回の改正では、世帯数が、世帯の構成人数が
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ふえる方に大きな影響が出るような仕組みに改正

されております。今まで４名の方については、第

１類の４人分の基準額を合算したものに対して、

４名までは0.95を掛けていました。今回の改正で、

４名については0.7675という形で、率にするとマ

イナス19.2％の減額になっています。今回、逓減

率が１人が１だったものが１、２人は１だったも

のが0.885、３人が１が0.835、４人が0.95が

0.7675、５人が0.9が0.714、６人は0.9が0.7010、

７人は0.9が0.6865、８人は0.9が0.6745、９人は

0.9が0.6645という形で、掛ける率を下げてござ

いましたので、その辺で人数が多くなればなるほ

ど、影響は大きいということになります。 

○池田福子委員 

 済みません、ずっと聞いててもちょっと混乱し

てまいりますもので、表みたいなので出していた

だければ助かります。 

 現実的に言うと、40代の夫婦で、小学生当たり

の10歳以上ですよね、ここで言うと。そうすると、

今のは月額というふうに考えればいいので、２万

6,000円が２万4,000円ぐらいになるという、月額

２万円ぐらい下がってしまうという事例が実際に

おきてくるわけですよね。子供が10歳ぐらいだと、

まだまだそれから以降お金がかかるのに、ちょっ

と過酷じゃないかというのもあるし、それから人

数がふえれば、だんだん下がるというのは、誰か

は働けよという意味なんですかね。ちょっとその

辺。 

○福祉課長 

 40歳の夫婦２人で、小学生のケースでいきます

と、平成25年４月の基準額は17万8,740円になり

ます。８月の改定においては、16万9,930円にな

ります。これはマイナス約8,800円になるんです

けれども、これは今までの基準額で激変緩和のた

め、まずは今までの基準額は３分の２を掛けたも

の、それに新しい基準額でプラス３分の１という

形を激変緩和で立てておりますので、１年目の減

額というのはそんなには大きくないという話にな

ります。 

○池田福子委員 

 要するに、これは３年かけて引いていくよとい

う感じでいいんですよね。３年かけてなんだけれ

ども、例えば８月が初めですよね。８月の最初か

ら引くのか、それとも順次だだだっとなって、来

年の何月からか引くのかという問題にもなってく

ると思うんですけれども、一体いつから１年目は

いつから引かれるのか、教えてもらっていいです

か。 

○福祉課長 

 まずは、平成25年８月が１回目になります。次

に平成26年４月、次に平成27年４月という形の３

回になっております。 

○池田福子委員 

 まずは平成25年８月というと、すぐということ

ですね。じゃあその場合、あなたはこれだけ引か

れますよということは告知はするんですよね、当

然前もって。 

○福祉課長 

 現実には、まだシステムの改修等ができており

ませんので、465世帯今あるんですが、その方た

ちの計算というのは改修が終わらないとできない

予定になっておりますので、今の予定でいきます

と、７月の下旪ごろに算定をいたしまして、保護

者の方に送付させていただくという予定がスケジ

ュール的には最短だと思います。 

○池田福子委員 

 今聞いていますと、７月の末かどちらかわから

ないんだけれども、次の８月５日からは、もう引

かれた金額が振り込まれるなり渡されるなりとい

うことですか。予告も何もなしという、現実的に

はそういうことになってしまうわけですよね。下

がるよといううわさというか、そういう、もやも

やと下がりそうだというのは、受給者の皆さんは

知らない、ニュースとかいろいろで見ればわかる

けどということで、じゃあ対策として、どっと何

か言ってきそうですよね。振り込まれた金額自体

がもう下がってるわけだから、そのときに絶対何

か言ってくるなという予測はありますか。 

○福祉課長 

 やはり下がる影響が出る話ですので、言ってく
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ることは予想されます。今、緊急でできるのは、

今の時点で生活保護費が８月から下がるという程

度の通知しかできないかなというふうには考えて

おりますが。 

○池田福子委員 

 今は下がる人のことなんですけれど、いたし方

ないという返事なんですけれども、実際に下がる

だけではなくて、基準に合わなくなってもらえな

くなるという人は、１年目では何人ぐらい、２年

目では何人ぐらいと大体予測はつきますかね。 

○福祉課長 

 とりあえずは１年目の方については、現在受給

中の方については影響は出ないというふうに推定

しております。２年目、３年目については、ちょ

っとまた計算し直してみないと、実情はわからな

いというのが現状でございますが。 

○池田福子委員 

 わからない、わからないという答えにならざる

を得ないとは思うんですけれども、じゃあ次の平

成26年４月といっても、８月から４月だから、も

うすぐなんですよね。ここで外れる方に対しては、

重々納得してもらえるような対策をお願いしたい

んですけども、何かお考えはありますか。 

○福祉課長 

 生活保護費から外れるという形の方については、

収入認定行為をされている方が該当するかと思い

ます。その場合には、高齢者の方ですと年金を受

給されている方だとか、就労されている方につい

ては、今回就労の控除額、当初8,000円だったも

のが１万5,000円に控除額が増額されております

ので、この点については、生活保護費が最大下が

っても、10％までだという形を今国のほうは示さ

れてますので、収入認定という行為においては、

相殺されるかなというふうには感じております。 

○池田福子委員 

 そうしますと、今100％もらってる人がいきな

りゼロにはならないということですよね。下がる

率も10％が限度だよということで考えていただい

てるということですよね。外れる人もそうなんで

すけれども、尐なくなる人もそうなんですけれど、

それなりのフォローというか、低くなったら低く

なったなりのその人たちを助けられるような何か

システムはあるんですか。 

○福祉課長 

 知立市の場合ですと、全国一緒なんですが、就

労できる年代の方が多く生活保護でいらっしゃい

ます。高齢者だとか障がい者、母子家庭、傷病家

庭等においては、就労が難しい方が多くいらっし

ゃるので、今回の改正においては保護費の削減と

いう形にはなってしまうんですけども、生活保護

から外れる方というのが就労をできる方であれば、

市としては就労支援についての力を今後入れてい

って、何とか一般企業のほうの就労へ導いて、生

活保護の脱却というところを目指したいというふ

うには考えています。 

○池田福子委員 

 その就労へ向けてということで、これが就労準

備支援ということですよね。 

○福祉課長 

 今現在、４月から就労相談員が毎日来ていただ

くような形になりました。今回の法改正において

も、就労については国のほうもかなり力を入れて

おります。また、ハローワークとの連携というと

ころで、ハローワークの説明会等も伺いましたけ

れども、生活保護者についての就労についてはハ

ローワークも出張相談をしていただけるというこ

とで、またハローワークと協議をして、ケースワ

ーカー査察等とも協議をして、就労できそうな方

を選んで面接をしてもらうという方向で今進めよ

うと思っております。 

 以上です。 

○池田福子委員 

 それで、就労支援として何カ月間か5,000円支

給していただけるんだということを聞いておりま

すが、その5,000円という本来の使い道なんです

けれど、それはどういったものを予測して5,000

円というふうにしてるんですかね。 

○福祉課長 

 5,000円については、就労活動促進費という形

のものでございまして、就労に向けて、就労でき
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そうな方について月１回就労活動をしているだと

か、さまざまな条件があるんですが、まず半年間

就労ができるまで、生活費の一時金として5,000

円、毎月支給をしていきます。最大１年間、就労

できるまで支給をするという制度でございます。 

○池田福子委員 

 生活支援としての5,000円ということなんです

ね。原則として、履歴書を書いたり、そこに行く

ための交通費だとか、写真とか写さなきゃいけな

いし、いろんな経費がかかると思うので、私はそ

れかと思ったんですよ。そうですよね、そっちで

すよね。 

 もう一つは、5,000円にしてはちょっと低いな

と思ったのが、職業訓練のようなところへ行って

もらうなら、この5,000円では足らないと思うの

で、それはまた別途あったと思うんですけども。 

○福祉課長 

 職業訓練等については、交通費の支給等もして

いると思います。また、ハローワークのほうも就

労支援についてのさまざまなメニューがございま

して、パソコンだとか、そういう就労訓練等の他

法他施策という形で、ハローワークの業務の中に

もそうやって就労ができる、就労のための訓練を

するという施策もございますので、そういうもの

をうまく組み合わせていきたいなと思っておりま

す。 

○池田福子委員 

 相談員の方とかハローワークが間に立ってもら

えれば、無理な就労とかそういったものにはなら

ないと思うんですけれども、いろんな地方には、

訓練という名をかりて、最低賃金も通用しないよ

うな低い労働条件で働かせてるという、いわゆる

これも貧困ビジネスに入るんじゃないかと思うん

ですけど、そういう場合もあるものですから、そ

うなると、そういう目に遭った人たちは二度と嫌

だということになって、ますます引きこもるとい

うことになってしまうと思うんですね。働く場所

というものを提供して、初めて自立というものも

芽が出てくると思いますので、その辺のところは

よろしくお願いしたいんですけれども。 

 それから、もう一つ、生活困窮者自立支援法と

いうのが、生活保護費を何とか食いとめようとい

う意味と、それから関連として出ているというこ

となんですけど、これについてちょっと。 

○福祉課長 

 今のお話は、生活保護制度の近隣の施策として、

平成27年４月を予定しておりまして、第１のセー

フティーネットという形で社会保険制度、労働保

険制度がございまして、第２のセーフティーネッ

トとして求職者支援制度等があるんですが、その

下に第３のネットという形で生活保護があると。

第２のセーフティーネットの生活困窮者対策とい

うところで、国は平成27年度を目指して新しい施

策を組んでいきたいというお話は伺っております。 

 以上でございます。 

○池田福子委員 

 これは結局、セーフティーネットに行く前の段

階で何とか救えないかということですよね。これ

の代表的なものがあると思うんですけど、どんな

ものがありますかね、これには。 

○福祉課長 

 新たな取り組みとして、生活保護に至る前の段

階で早期に支援を行うというところで、自治体等

が主体となって、生活困窮者の自立までの包括的

な継続期に支える新たな相談支援体制の構築、就

労に向けた生活訓練・社会訓練、技術習得訓練を

有期で行う事業、就労準備支援事業の実施、一般

就労が直ちに難しいものに支援つきで軽易な作業

等の機会を提供する中間的就労の場の育成支援、

ハローワークと自治体が一体となった就労支援体

制の全国的な整備、家計収支等に関するきめ細や

かな相談支援の強化等々でございます。 

○池田福子委員 

 今言っていただいたと思うんですけれども、住

宅もなんですよね、これ。家賃を補助しようとい

うのがここで。 

○福祉課長 

 離職者により住居を喪失した生活困窮者に対す

る家賃補助のための給付金の制度化、あと子供・

若者の貧困の防止として、地域若者サポートステ
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ーションの充実強化、生活困窮家庭の子供に対す

る学習支援等を行う事業の実施という形になって

おります。 

○池田福子委員 

 それで、いろんなことで支援しようというお気

持ちは出てると思うんですけれども、さて、だけ

れどもどうしても生活保護に行かねばならないと

いうような段になって、今回の８月からのものは

水際というか、もう申し込んできた段階で非常に

ハードルが高いということなんですけれども、い

かがですか、その点はどの辺が変わりましたかね。 

○福祉課長 

 生活保護の基準額自体が世帯が多くなるにつれ

て下がったということは、国のほうですと消費実

態等を勘案して、今回改正に至っているという点

がございます。ですので、なかなか厳しい中で最

低生活、生活保護の基準のボーダーの方はかなり

いらっしゃると思いますけれども、その基準額が

下がるということは、ある意味厳しい状況に陥っ

ているかなとは思います。 

○池田福子委員 

 世界的に見ても、日本の場合はこれだけの文明

国であるにもかかわらず、本来生活保護を受けな

きゃいけない人たちの２割ぐらいしか生活保護受

給者がいないということなんですよね。何らかの

形で我慢してしまったり、どうせ受けてもらえな

いとか、そういう思いもあると思うんですけれど

も。新聞とかいろいろで取りざたされております

けれども、親族間の扶養義務が非常にきつくなっ

たということなんですけど、具体的にちょっと教

えていただいていいですか。 

○福祉課長 

 今回、扶養義務については、事前には申告に関

して厳しくなるというお話がありましたが、最終

的にはやはり憲法の第25条の関係で、そこまでは

できないという形で、調査権については従前と同

じように自治体のほうにはありません。ですので、

今までと同じだというふうに解釈しておきます。 

○池田福子委員 

 いろんな案としては、親族の３等親というから、

おじ、おば、めい、おいまでですよね、扶養義務

がありますよという。最初の話ですと、銀行の調

査もあり、それから会社にも問い合わせがありと

いうことが取りざたされたと。そういうことをや

ってては、親戚の人たちに申しわけないから取り

やめるんじゃないかということが懸念されており

ましたよね。そういうことは一切自治体としては

権限はないということで、調査権は今までどおり

ということでよろしいわけですね。ありがとうご

ざいます。 

 そうしましたら、水際ということであれなんで

すけれども、ここでそうすると、今までですと年

１回調査で、親族の方たちにも郵送で行きますと

いう、ちょっとその辺のところ、今の現状を。 

○福祉課長 

 扶養義務の調査は年１回、３親等内の親族に郵

送に送らせていただいています。これについては、

生活保護の方についてはかなり親族とのつながり

が切れてしまった人が多くいらっしゃいます。た

だし、逆に扶養親族の調査は、切れてしまってる

がために逆に行う必要があると私は考えています。

だから、そうやってやって、兄弟等がそういう状

況にあるんだと。生活保護をやってて一番思うの

は、その方が仮にお亡くなりになられたときに、

遺骨等をどうするんだとかという問題が一番問題

になるところなんです。ですから、そうやってや

って、知立市で兄弟だとか３親等内の親族を預か

ってるということを扶養義務者に知らせるという

ことは非常に重要なことだというふうに思って今

までやってまいりました。 

 以上でございます。 

○池田福子委員 

 重要なことだとは思いますが、本人の意向に反

してまでというのをちょっとお願いしておきたい

んですよ。 

○福祉課長 

 生活保護を受けるときに、保護者からいろんな

個々の人生を聞きます。そうしたときに、やはり

家族と縁が切れてしまったということで、最終的

に生活保護になってしまう方が多くいらっしゃい
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ます。ただ、逆にケースワーカーとして、そこの

点をやっぱり人間として改善をしてほしいという

願いをいつも持ってました。だから、そういう意

味で、本人が嫌だと言うけれども、やはり扶養親

族に対しての調査というのは本人のためになるん

じゃないかなと、自分は個人的には思っておりま

した。 

○池田福子委員 

 そうしましたら、次にどうしても子供に連鎖し

ていくという問題が残っているわけですよね。生

活保護の受給者の方たち、ひとり親の方もそうで

すし、両親そろっててもそうなんですけれども、

進学率はやっぱり低いということですよね。それ

と、入学したはいいけれども、退学する子供たち

も普通の子たちに比べれば多いと。それから、不

登校も多いというデータが出てるんですよね。そ

れから、引きこもってしまう子も多いということ

なんですよね。この辺がやっぱり、子供自身が親

が生活保護なんだという引け目を感じる必要はな

いんだけれども、どうしても周りの圧力みたいな

ものを感じた場合に引きこもってしまいやすいの

かなと思うんですけど、こういう子供たちに対す

る何か働きかけ、いろんなところではやってると

思うんですけども、何かお考えがありますか。 

○福祉課長 

 自分の以前ケースワーカーをやってたんですけ

れども、そのときにはなかなかお子さんとの接触

というのはできていませんでした。かなり難しい

部分かなと思っています。生活保護をやってて一

番思うのは、学校だとか、民生委員だとか、子供

を取り巻く、その家庭を取り巻く方が関係する部

署とのネットワークを処遇困難ケースの場合にお

いては、現在も多くケースワーカーはネットワー

クをつくってもらっています。そのネットワーク

の中で何とか処遇困難ケースの人は多くの方に力

を得て、見守ってもらって維持していきたいとい

うふうに今実践をしてもらっていますし、そうい

う中で、そういう家庭の子がいらっしゃるならば、

学校の先生だとか、いろいろその子が関係してい

る部署の方とケース会議を開かせていただいて、

それに対忚していきたいと。福祉課に４月からき

たんですけれども、そのときには安城市の若者サ

ポートステーションに、何とかひきこもりの方等

の対策としてネットワークができないかなという

ところで訪問をしてきました。ただ、現実生活保

護の方をそこに導くのは難しかったので、学校教

育課長のほうに紹介をさせていただいたのが現状

でございます。 

○池田福子委員 

 子供が引け目を感じるようなあれではいけない

と思うものですから、いろんな方法をまた模索し

ていただきたいと思いますので、よろしくお願い

します。 

 次に、観光協会のほうをちょっとお願いしたい

んですけれども、観光協会事務委託事業というこ

となんですけれども、会社名は言ってもいいんで

すかね。どこから幾らはいいんですけれども、こ

れ、期限がありますか、いつまでという。 

○経済課長 

 平成25年３月29日に、380万円寄附金をいただ

いてきました。今、期限と言われましたものです

から、期限というのは、観光に関する看板を６枚

作成してくださいというような寄附のときの目録

があります。その中に地域振興の推進のための寄

附金として贈呈いたしますという形で出ておりま

して、いつまでという日付は書いてありませんけ

ども、早急につくりたいということで、６月補正

で予算を計上させていただきました。 

 以上です。 

○池田福子委員 

 例えば、こういう聞き方はよくないんだけれど

も、寄進元への対価は何かありますか。 

○経済課長 

 対価というものはありません。観光案内看板作

成のためという寄附をいただいて、ただ看板の中

に会社の名称が入ります。それが対価というのか

なというところです。 

 以上です。 

○池田福子委員 

 そうすると、対価としては、看板の中に寄進し
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た先の会社の名前が入るということで考えればい

いんですよね。そうしまして、看板は出すと。そ

れから、観光に関する看板を出すということなん

ですけれども、看板というのは、ある意味リード

商品だものですから、一歩先を行ってなきゃいけ

ないわけなんですよ。だから、リニューアルは常

に必要なんですけれども、リニューアルの面はど

のように考えていますかね。 

○経済課長 

 当然、今知立市内にある観光看板等も古くなっ

てきているものがあります。今回補正に上げまし

た380万円の６枚の看板に関しましても、なるべ

く長もちするような形でつくりたいと思いますけ

ども、10年もたてば傷んでくる、当然直していか

なければいけないときがきます。市のほうの予算

を修繕料等で、看板の見直し・つくり直し等も検

討しながら今後ともやっていきたいと思っていま

すので、よろしくお願いいたします。 

○池田福子委員 

 看板そのものの耐用年数ではなくて、中身なん

ですよ。ニュースとして伝えるべきなのが看板な

んですよね。今はやってるものというか、今知ら

せたいことを看板で知らせるんですよね。だから、

それが10年もたってということじゃなくて、絶え

ずリニューアルして、そういうこともお考えです

かということなんです。 

○経済課長 

 今回作成する６枚に関しましては、まず駅前の

ところのウェルカムボード、これに関しましては、

知立市の駅前駐車場の、前に電光掲示板があった

ところに、壁面に大きな看板をつくります。です

から、この看板が目立つ本当に大きなものですけ

ども、一度つくると結構な費用がかかります。で

すから、電光掲示板のように直せるようなもので

もありませんので、いいものを最初につくってい

きたいと考えております。 

 それから、東海道の銀座通りのところは道しる

べみたいな形で、こちらが知立駅です、こちらが

知立神社です、国道１号線はこちらです、旧東海

道はこちらですというような、そういう道しるべ

標識を立てさせていただきます。 

 それから、来迎寺公園、それから来迎寺一里塚、

衣浦豊田道路、牛田インターのところ、これに関

しましてはイラストマップ、東海道やトイレの案

内のようなものも加えながら、知立市内の地図の

ようなもの、イラストマップを載させていただき

ます予定でおります。 

 それから、あと東海道の馬市の碑の横には、広

重の浮世絵の看板、馬市の看板をつくっていきた

いと考えております。 

 ですから、知立市に観光に来られた方には、非

常に見てわかりやすいような看板を作成していき

たいと思っておりますので、長く使えるものとい

うことで考えております。 

○明石委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○佐藤委員 

 ちょっとだけお聞かせください。 

 まず今回、先ほどの議論の中で、知立市は２級

地の１だということで、第１類のところで、年齢

別の基準額の変更がありまして、多くのところが

減額と、そして家族構成、世帯ごとに軽減率が引

き下がっていって、家族が多いほど減額幅が大き

くなるというような形で説明がありましたけれど

も、インターネットで引いた厚生労働省の表です

かね、こういう形で世帯ごとのやつを全て見ても、

プラスになる例は60代の夫婦ということで、町村

部においてプラスマイナスゼロというだけで、そ

の試算はほとんどがマイナスというような実態な

んですよね。それで、今回減額の根拠とされたの

が、先ほど福祉課長も言われましたけど、消費実

態を反映させたと、こういうふうに言われますけ

ども、消費実態を反映させたというのは、消費の

品目はどのようなものを対象にしてやったんです

か。それは、言われてるのは、生活保護を受けて

る受給者と、そしてそれより低いような方がおっ

て、その人たちの消費実態を比較したというよう

なことも言われてますけども、どういう品目を対

象にしてそういうことをやられているのか。 

○福祉課長 
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 国のほうからの資料でいきますと、５年に一度

実施される全国消費実態調査のデータを用いたと

いうところでございます。これは、社会保障審議

会生活保護基準部会を国のほうが設置しまして、

そこで議論をしております。今回、実際生活の第

１類で、０歳、２歳、３歳から５歳と70歳以上が

プラスにされてまして、６歳から69歳については

マイナスをされていると。ここが生活保護の基準

額と実態調査をした場所の開きがあったところが

そのような形の表になっております。 

 以上でございます。 

○佐藤委員 

 いやいや、そういうことだということなんだけ

ども、消費実態という、消費をするものといいま

すか、それは何を対象にして、物価が下がってる

とか、安くなってるとか、それをやったのかとい

うところがたしか問題になったと思うんですよね。

どうですか。 

○福祉課長 

 ちょっと勉強不足で申しわけございません。手

にある資料でいきますと、平成23年末に入手した

最新の全国消費実態データを集計したという形に

なっております。 

○佐藤委員 

 この消費実態も、私もしっかりと福祉課長のほ

うから答えてもらえるかなというふうに思ったん

だけども、なかなか実際にこの生活保護の人たち

が購入するようなものでない品目を対象にして、

多くは物価が下がったということを、例えばパソ

コンだとかそういうものを対象にして、物価が下

がったということを根拠にして、この引き下げに

根拠されたと、これは大分議論になりました、御

承知のとおりです。まずそれが１点で、そこに正

当性があるかというと、もちろん国の法律と国の

決めることなので、地方としてはそれに従ってや

らなきゃいかんという関係にあるにしても、無批

判であってはいけないと。だから、消費実態を反

映させたと言うけど、消費実態というのは、実際

にはそういう人たちがふだん購入するようなもの

とは全然関係のないものを対象にして、引き下が

ったことを前提にして根拠づけてる、ここが第一

問題だということを指摘をしておきたいと思いま

す。そのことは福祉課長も承知してると思います

けど、どうですか。 

○福祉課長 

 そういう議論があったということは記憶してお

ります。 

○佐藤委員 

 それで、そういうことで、この引き下げ自体に

正当性はなくて、何が何でもとにかく保護費を削

減をさせたいと、こういう動機に基づいて、今回

の法がつくられたという経過があるということを

指摘をしておきたいというふうに思うんですね。 

 それで、もう一つお聞きしたいんですけども、

本会議でも議論になりましたけれども、いわゆる

水際作戦ということで、今回は、今までは口頭で

も申請がＯＫだったよと。しかし、このことも水

際作戦で書類の提出を考案の中に、条文の中に盛

り込んで書類提出と、これは議論の対象になりま

して、修正が加えられて、特別な事情のある場合

は口頭でもいいよというふうになりましたけど、

ここをちょっと説明してください。 

○福祉課長 

 その辺についてはちょっと勉強不足でございま

して、申しわけございません。 

○佐藤委員 

 これは本会議で福祉子ども部長が盛んに答えら

れた中身なので、福祉子ども部長、答えてくださ

い。 

○福祉子ども部長 

 今回の補助費の引き下げ等に伴う法律改正の関

係の中の書類の提出については、今、佐藤委員が

言われるように、修正が加えられたということで、

まずもって本来保護費については、今申請を受け

てから２週間、通常はかけさせていただいて、普

通で言うと、市のほうがいろんな調査をかけさせ

ていただくという形で２週間いただいておるわけ

なんですが、それをいかに早く支給するかという

その形を考えたときに、どうも国のほうも言って

るわけなんですが、本人がある程度その書類をそ
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ろえていただければ、その審査期間も短くなると、

本人に支給のほうが早くなるという形で、そうい

うことも考えて、そういうものを出させていただ

いたわけなんですが、やはり実質、本人がそうい

った資料等をそろえるための負担というのはかな

りのものだということもあって、今回修正を加え

られたということで、特別な事情に限って口頭で

も受けるよという話、それをもって、実は国から

もそういった通知が来ております。今までどおり

口頭でも受けていただくような形でということで、

ただ本会議でも出ましたように、何ら変わりない

じゃないかという話なんですが、実質うちの福祉

課のほうでも、基本的に受け付けについては変わ

ってないんじゃないのかという形ですね。当然今

までも口頭等で受け付けして、その後、申請書を

書いていただくなり、あと預金調査、それからそ

ういった所得の調査等させていただいております

ので、何ら今回も法律的には明文化しております

が、内容的には変わってないということで理解し

ております。 

 以上です。 

○佐藤委員 

 だとするならば、ここで議論ではないですけれ

ども、本来的には条文からその項目を削除すれば

いいわけですよね。そこのところが削除がないま

まに、特別な事情の場合ということが加えられて、

今までと変わりないよというようなことを言われ

るんだけれども、法案の条文にその項目が残った

ということは、基本的には書類提出が義務づけら

れるということを意味してるというふうに私は理

解しております。それで、通知が修正が加えられ

て、特別な事情の場合は従前と変わらん口頭でも

受け付けるというふうになりました。特別な事情

とはどういうことでしょう。 

○福祉子ども部長 

 通常、特別な事情というのは、例えば病気等で

申請ができない方だとか、やっぱりそういった本

人さんがそろえるのになかなか動けない方とか、

そういった方でというふうには国のほうでは書い

てありますが、先ほどもちょっと言ったように、

確かに今までどおりならいいじゃないかという話

でもあるわけなんですが、ただ今回の法改正につ

いては、急遽衆議院のほうで修正が加わった段階

で、短い期間の間でやったということもあって、

ただそういう形で慌てて修正をかけたのかなとい

う感じはちょっと受けております。 

○佐藤委員 

 今まではそうしたことは法の中にうたわれてな

かったわけで、うたわれてなかったにもかかわら

ず、書類をそろえること等が多くの自治体で、と

もすれば書類をそろえることが義務のように扱わ

れて、そこで門前払いをされると、申請を受けな

いというようなことが問題になってきました。で

すから、ことしの何月だったか忘れましたけども、

この法案が提出される前に、厚生労働省は地方自

治体にそうしたことのないように、口頭でもしっ

かり受け付けるようにという通知が知立市にも、

通達か通知かわかりませんけども、来てると思う

んですけども、それはどうですか。 

○福祉子ども部長 

 それについては、間違いなくこちらのほうに届

いております。 

 以上です。 

○佐藤委員 

 それで、ここのところが衆議院を通過したとは

言えども、修正がかけられたと言えども、特別な

事情というのは何かということなんですよ。そこ

が全然はっきりしないんです。先ほど福祉子ども

部長のほうは、特別な事情ということで、従来と

変わらずやれますよというようなことを本会議で

もやりとりがありましたけども、本当にそうなの

かなというふうに思うんです。特別な事情という

のは何なのかと。例えば、申請が病気でできない

というような方は口頭でもいいよという話です。

そうすると、その特別な事情の方は病気でできな

いという方のみで、具体的な通知の中にはその例

示が示されてはないんですか。示されてないとす

るならば、今までと変わりないよと言いながらも、

ちっとも変わらないなんてことは言えないんじゃ

ないですか。 
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○福祉子ども部長 

 今ここに、手元に文書がないものですから、ど

ういったのでというのが明示されているかどうか

ちょっと確認がとれないわけなんですが、先ほど

言ったように、病気の方だとか、例えばＤＶ等で

逃げてきた方ですね、そういった方についても、

やはり書類等を取ることが困難ということについ

ては、そういうのにも市のほうでやらないといけ

ないのかなというふうには感じております。 

○佐藤委員 

 ここの中は、特別な事情ということでそういう

ことを言われるんだけれども、例えばすごい実態

の中で申請をしたいというふうにして、もうとに

かく病気で保護を受けないと健康状態を大きく損

ねたり、そうした事態になった場合なども含まれ

ると思うんですけども、それはどうですか。 

○福祉子ども部長 

 そうですね、やはりいろんな書類等、例えばそ

ういった給料証明等、やっぱりそこも勤めていた

ところからもらえなければそろえられないという

ことで、そういった方でも口頭というか、うちの

ほうの受け付け等をしていただければという形で

考えております。 

○佐藤委員 

 なかなか特別な事情というのが、今はそうした

形で言われるわけだけども、今までは法の条文に

書かれてなくても、多くの自治体のところで水際

作戦で申請を受け付けないようなことが多々あっ

て、これは問題になってきたんですよ。しかし、

今度はそれが法に書かれてなくてもそうなってた、

今度は法律にそれが書かれた、明記をされたと、

特別な事情というのは修正されたかもしれないけ

れども、基本的にはますますそこのところは厳し

い実態になるんじゃないですか。私はそんなふう

に思うんです。例えば、生活保護の申請を頼みに

来て、どうしても命にかかわる状態だとか大きく

健康を損ねるような状態、そうした場合はどんな

対忚をされるんですか。 

○福祉課長 

 生活保護の場合、緊急時においては緊急保護と

いう形をとっております。４月から窓口を見させ

ていただいたんですが、自分が平成17年にやって

いたときとはすごく違った状態になっておりまし

て、保護の申請に来た方、４月は特に多かったん

ですが、もうつぶさに一人一人親切丁寧に現業員

のほうは対忚させていただいております。ですの

で、委員が心配なさることは現在のところないと

いうふうに考えております。 

○佐藤委員 

 今、知立市ではそういう事態がないということ

ですけども、そのことが条文に書かれて、今後、

今の事態はそうかもしれませんけれども、通知で

そうしたことも来たということになりますけれど

も、そもそもここの書類提出を義務づけるという

ことは、申請を口頭では受け付けずに、不備なも

のは、はねのけて保護費を削減するというところ

の前提があって、ここの条文に載ったわけですよ。

そういうことなんですけど、今現在、多くの生活

保護を申請される方が自分で全ての書類をそろえ

て提出する割合というのはどのぐらいですか。 

○福祉課長 

 ちょっとそれは調べてみないとわからないです。 

○佐藤委員 

 多くの方がそうした制度については、生活保護

という制度があることについては知ってるけれど

も、そろえるべき書類や生活保護に該当する要件

を満たすに足りるものを知ってる方はほとんどい

ないわけでしょう。そうすると、市のケースワー

カーの方が口頭で受け付けて、それをちゃんと聞

き取りながら、ここをこういうふうに書いてくだ

さいとか、書いたり、そうした中身でやっておる

わけだけども、この条文が入ることによって、そ

うしたことが本当にいつまでも担保されるかとい

うことの危惧はぬぐえないですよ、これは。今の

知立市はそうじゃないかもしれないけれども、ぬ

ぐえないと思うんです。だって、そもそも条文の

中にそこを明記したということは、そのことが一

番の中心命題ですのでね。私はぜひこうしたこと

を含めて、従前どおり口頭での申請を受け、今ま

でどおり丁寧な対忚をしてほしいなというふうに
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思いますけれどね。 

 それと、もう一つお聞きしますけれども、急性

というか、本当に命にかかわったり健康を大きく

損ねる、それはさっき言ったように、緊急避難と

いう申請保護ではなくて職権保護でやられるとい

うことがあろうかと思うけれども、そうした場合

は例外として、その他についてはそうした事態も

心配されるということを指摘をしておきたいなと

いうふうに思います。 

 それと、もう一つは先ほど扶養親族の関係で、

３等親ということがありました。先ほど福祉課長

のほうは、憲法第25条との関係で、それは調査権

はないようなことになったんですけれども、それ

は公文上はなくなったんですか。 

○福祉課長 

 公文上は明記されなかったということで聞いて

おります。 

○佐藤委員 

 公文上は本当に明記されてないんですか。そう

すると、親族に対しても、今まで問い合わせが、

できたら支援してくださいという程度の話の中だ

けということで理解してよろしいですか。 

○福祉課長 

 佐藤委員のおっしゃるとおりでございます。 

○佐藤委員 

 それと、もう一つは、先ほど生活保護法と同時

に、セットに先ほど問題になった生活困難者の自

立支援法という形で、就労訓練事業ということで

先ほどもありましたけども、これについてもう一

度御説明願いたいなというふうに思いますけども。 

○福祉課長 

 就労活動促進費ということで、5,000円の話の

ことでしょうか。 

 これについては、支給対象者としては、早期に

就労による保護脱却が可能と判断される者、支給

要件としては、被保護者からの申請に基づき、確

認書に基づく就労活動を実際に行ってること、原

則月１回以上面接を受けている、または月３回以

上求人先に忚募していること、原則月１回以上、

ワーカーまたは就労支援員の就労指導の面接を受

けること、確認書に基づき就労活動をして、ハロ

ーワークにおける求職活動、就労支援プログラム

に基づく福祉事務所の就労支援員等による就労支

援への参加、生活保護受給者等就労自立促進事業

への参加を行っていることということになってお

ります。 

○佐藤委員 

 それで、この事業の中身は、直ちに就労が困難

な方を対象にして、そうしたメニューを上げなが

ら中間的就労を盛り込んだということでしょうか。

すぐに正規雇用やそういうところに至らないけれ

ども、とにかく就労してくださいという中間的な

就労を盛り込んだということでしょうか。 

○福祉課長 

 この制度は逆で、早期に就労による保護脱却が

可能と判断される者ということですので、就労が

可能である方というふうに考えております。 

○佐藤委員 

 いやいや、この中身に中間的就労ということを

盛り込んであるということを私は聞いてるんです

けども、その中間的に就労というのは、最低賃金

は適用しないような就労の仕方も認めますよと、

これは生活保護を全て脱却しなくても、とにかく

働いて、働いた分の先ほどの8,000円を１万5,000

円という話がありましたけれども、そうした点も

あるというふうに聞いてますけども、その辺はど

うなんですか。 

○福祉課長 

 その点については、ハローワークにおける求職

活動だとか就労支援プログラムに基づく福祉事務

所の就労指導員等による就労支援への参加だとか、

生活保護受給者等の就労自立促進事業への参加と

いうところで、就労自立支援事業というところに

参加するということによって、社会へのボランテ

ィア等に当たると思うんですが、そういうものを

することによって、社会とのつながりをつくって

いくというところの事業だということで、そこが

当たるのかなというふうに思っていますけど。 

○佐藤委員 

 そうすると、ボランティア等への参加というこ
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とになりますと、これはボランティアだと、明確

なる就労というか、雇用関係というようなもので

はないので、最賃を下回っても結構ですよと、こ

ういう働き方をどんどんしなさいよということを

言ってるわけですか。 

○明石委員長 

 ここで10分間休憩いたします。 

休憩 午後１時59分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午後２時09分 

○明石委員長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

○福祉課長 

 佐藤委員の質問に対し、ちょっと訂正をお願い

します。 

 就労活動促進費については、この方についての

支給要件としては就労ができる者ということでご

ざいます。佐藤委員の具体的な質問については、

平成27年４月からの法改正において、就労に向け

た生活訓練・社会訓練・技術習得訓練を行う事業

ということで、国のほうが設定をして今後実施し

ていくというように聞いております。 

 以上でございます。 

○佐藤委員 

 それらは就労支援、中間的な就労ということで、

最賃を下回っても構わないよというような形でね。

しかし、これがどんどん進むようであると、貧困

ビジネスというようなものが、そこから抜け出せ

なければ、具体的な雇用に抜け出すことができな

くて、それがずっと続くようであれば、まさに貧

困ビジネスの餌食になるような状況を生むことに

なると思うんですよ。実際にこの知立市において

も、就労活動、月に一遍ハローワークに行きなさ

いとか、面接に行っても、なかなか面接にまで至

らないケースが多くて、皆さんジレンマを踏んで、

就労できる方たち、就労したいと願っている方た

ちもなかなか具体的な就労には結びつかないとい

うこういうケースがある中で、そうした取り扱い

でやられるということについて、そうした弊害が

懸念されるなということを私は思うところです。

ただ、もう１点だけ、先ほどの話に戻るようで大

変恐縮ですけれども、一つは特別な事情と、これ

は今は国会でも、また国民的な議論も批判もあり、

そうした形になっていますけれども、しかしこの

特別な事情というのは、法文ではないですので、

その運用の仕方が幾らでも変えることが可能だと

いうことになると、法文に基づく特別な事情とい

うのが運用がなされた場合は、文字どおりそうし

た現場のケースワーカーの皆さん、働いてる皆さ

んの意図とは別に、そうした力が働くという可能

性がこの法律の提出過程を見るならば、とても懸

念される中身だということだけは指摘をしておか

ないかんなというふうに私は思っております。 

 以上です。 

○明石委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

○石川委員 

 済みません、観光看板についてちょっとお尋ね

したいと思います。 

 大分重複しちゃうので、重複は避けたいと思い

ますけど、今度とうといお方に寄附をしていただ

いて、観光の看板を６枚つくるということで補正

に上がってるわけですけども、今詳細を聞きます

と、本町のやつは道しるべみたいな形のものであ

って、駅前は電光掲示板の後、ちょっと大きなや

つかなと思いますし、あと松並木には馬市の絵を

というふうに、それぞれの形をとって、その場所

へ置かれるようですけど、これは基本的に絵がそ

れぞれ違うものができるんでしょうか。もちろん

絵は違うわけだけど、何か基本的にね、私が言お

うとしてるのは、観光看板だよというところ、そ

れで会社の名前も出るということですけども、何

か統一性があるべきじゃないかなと私は思うんで

すが、いかがですか。 

○経済課長 

 東海道の３枚の看板につきましては、まだはっ

きり明確には決めておりませんけども、歴史の散

歩道というような形で、旧東海道をあらわした地

図、こういうものを３枚、同じものを掲示させて

いただく予定でおります。 
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 それから、馬市の碑のところに関しましては、

浮世絵の馬市のものを載せていきたいと考えてお

ります。ですから、３枚に関しては同じ看板をつ

けていくという、東海道のマップ形式のような案

内看板を予定しております。 

 以上です。 

○石川委員 

 私はちょっと以前も、一般質問でも看板が尐な

いじゃないかという一般質問をしたことがありま

すね。それで、統一的な看板をいろいろ出したら

どうだという提案をしたことがありますけども、

これが今、観光だということで、今の地区にだけ

それが置かれる。これから後で知立神社の方向性

とか、いろんなところへ観光看板も必要な部分だ

と思います。特に今度、市長も言っておられるよ

うに、１年後ですか、お祭りのときには全国から

いろいろな人が来られると、そういうときにやは

りばらばらの看板というのは何か統一的なものが

あって、これは観光用の看板ですよというものが

あるべきだと思いますが、そういう方針はお持ち

でしょうか。 

○経済課長 

 今つくっている看板に、なるべく統一性を持っ

ていきたいという考え方は持っております。です

から、今後つくっていく看板に関しては同じよう

な看板を、内容は尐しずつ観光の案内するところ

がふえたり減ったりするかもしれないですけども、

看板としては統一的な同じ様式でつくっていきた

いと考えております。 

○石川委員 

 副市長あるいは市長、やはり看板というのは、

よく言われます、市の形をあらわしとるものです

から、あちらの案内看板がある、こちらにもある

というように、まちまちのものが出てるというの

はいかがなものかなということで、私も一般質問

させてもらったことがあります。看板が足らんじ

ゃないかといったら、全体的には足らんなと。い

ろんな部署が関連しておりますけども、やはり施

設の看板はこういうものだよと、観光用の看板は

こういうものだよという一つの形ができているべ

きではないかなと思います。今回の場合は寄附で

すので、会社名が入るということでありますけど、

もちろん入ってもいいんですが、全体的にこれは

観光の案内看板ですよというものを、やはり基本

的にそれを考えておいてやっぱりデザインといい

ますか、色といいますか、そういうものを統一的

にすべきだと思うんですがね。いかがでしょうか

ね。 

○経済課長 

 観光看板に関しては統一していけるかと思うん

ですけど、また文化財、こういうものもあります。

文化財の、その場所場所のまた看板もあります。

ですから、観光協会だけで統一するというのはな

かなか難しいところもありますので、今後検討さ

せていただきたいと思います。 

○石川委員 

 それで副市長、やっぱり市としての考え方を統

一しておかないと、いろんな看板が出てきちゃう

という結果になってしまうので、今全体的にはや

はり知立市内は看板が尐ないと思います。交通標

識というのはそれぞれあります。それはもう国で

定められた形のものしかできないでしょうけど、

あと市が単独でつくる看板というのは、やはり史

跡とかいろんなものがありますけども、それはど

ういうふうに統一するかというのは、全庁の中で

考えていただきたいと思いますが、いかがですか。 

○清水副市長 

 過去に石川委員から同様の御提案もいただきま

した。そのときにも尐し議論がありましたけども、

過去には市のそういった公共施設の表示ですね、

そういったものも一通りの一忚指針といいますか、

そういうものができたんですけども、それがなか

なか徹底をしないということでございました。現

在もそういうことでございます。今、石川委員お

っしゃるように、やはり一つの同じ形のものを見

たら、自然と文化施設だとか観光スポットにたど

りつけるんだみたいな、ほかの都市ですと、いろ

いろそういう工夫をしてやっておられます。この

隣接でもそういう試みをされているところもたく

さんあるように私も承知しております。そんな視
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点で一度そんなことも、今回いただきました寄附

での看板については、東海道を歩く方が最近非常

に多いということで、そんなことをそういう皆さ

んにも旧東海道を知っていただく、知立市の宿場

を御理解いただくというようなことでの発想もご

ざいますけども、今おっしゃるような形での統一

性のあるそういう看板は今後も心がけていきたい

と思いますし、検討もしたいというふうに思いま

す。 

○石川委員 

 ぜひそのように全庁でまとめてもらわないと、

それぞれ所管によっては違いますので、それでつ

くっちゃうよというような形になっちゃうと、や

っぱりまちまちの看板ができちゃうのでね。それ

も発想の転換で、皆統一的じゃなくて、違っとれ

ば、またそれはそれでという発想もあるかもしれ

ませんけど、それはちょっと全庁で一遍考えてい

ただければと思います。よろしくお願いします。 

○明石委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 これで質疑を終わります。 

 次に、自由討議に入ります。 

 本案に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 次に、討論に入ります。 

 まず本案に対する反対討論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第46号について、挙手により採決します。 

 議案第46号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手多数です。したがって、議案第46号 平成

25年度知立市一般会計補正予算（第２号）の件は、

原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 議案第47号 平成25年度知立市一般会計補正予

算（第３号）の件を議題といたします。 

 直ちに質疑に入ります。質疑はありませんか。 

○高木委員 

 第47号補正予算、風疹ワクチン予防接種事業の

ことでお伺いしていきますけども、まずこの事業

なんですけれども、きょう資料を見せていただき

まして、西三河10市、ワクチンの内容においては、

助成金が5,000円のところと3,000円のところがあ

りますけれども、知立市としてもこのような話は

ありましたでしょうか。 

○健康増進課長 

 3,000円のワクチンでございますが、これ、風

疹単体のワクチンということでありまして、知立

市内にはほとんど出回っていないということで、

3,000円の助成をせずに、5,000円で統一しており

ます。 

○高木委員 

 ここでいまひとつ、知立市内ではというふうに

おっしゃいましたけれども、知立市のワクチン接

種の内容は、今回はインフルエンザの場合ですと、

知立市内の医師ということなんですけど、風疹ワ

クチンは知立市内ということで決まっているので

しょうか。 

○健康増進課長 

 風疹のワクチンにつきましては、県内どこの病

院で打っていただいても補助ができるような形と

なっております。 

○高木委員 

 県でどこで受けてもらっても知立市の場合はい

いですよという今お話ですけれども、その場合、

今風疹ワクチンのみを接種するという人もあると

思うんですけれども、その場合ですと、料金の

5,000円の補助で、ＭＲワクチンとは大分差が出

るんですけど、その辺はどのように考えておみえ

になるんでしょうか。 

○健康増進課長 

 まず第１点目、風疹ワクチン自体、非常にまれ
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なものでして、定期の子供が打つのが今ＭＲとい

うもので打っておりますので、ほとんどないので

はないかというふうに言われております。もしあ

った場合にも、上限5,000円ということになって

おりますので、打った方が得するようなことにな

らないようにという配慮はしております。 

○高木委員 

 しかしながら、風疹ワクチンのほうがまず今不

足するのではないかということで、全体的にＭＲ

ワクチンになるのではないかというようなことが

言われておりますけれども、今この表を見せてい

ただいて、私の場合は稲沢市と愛知県を見せても

らったときに、やはり5,000円、3,000円と分かれ

ておりました。きょうの資料を見ますと、西三河

10市の中で豊田市とみよし市がこのような単独で

ということでやってみえるという単独ワクチン、

この5,000円、3,000円でやってみえるということ

は、例えば本当に3,000円の方があるとしたら、

県からの助成金というのを十把ひとからげではな

く、細かく計算して請求されるということは、逆

に知立市の一般会計のほうから出されるお金も予

算も減るということになってくると思うんですけ

れども、今のお話ですと、単独ワクチンはないだ

ろうと、あった場合というのは想定は全然されて

ないんですか。 

○健康増進課長 

 そのような議論は、西三河の管内の会議の中で

もございました。その中で、なかなか風疹単体の

ワクチン自体ないであろうということで、西三河

各市足並みをそろえて5,000円ということになっ

ております。 

○高木委員 

 とてもいい事業で、一人でも風疹の予防ができ

ればありがたいなというふうに思っております。 

 今、市外でもいいですよというお話でしたけれ

ども、今までの予防接種ですと、市内ということ

での接種に限られておりますが、今回はどうして

愛知県内ならということになったんでしょうか。 

○健康増進課長 

 通常のワクチン接種につきましては、委託とい

う方法で、医療機関と委託のほうをさせていただ

いておりますが、今回の場合、職場のほうで手軽

に打っていただけるという配慮等がありまして、

償還払いという方法をとらせていただきました関

係上、そのようなことになっております。 

○高木委員 

 償還払いということで、この文章なんですけど

も、私もちょっとこういうことわからないんです

が、接種したときの内容ですね、それを要はもう

廃棄しちゃった方もあると思うんですけれども、

病院としてはまた再発行をしてくれるものなんで

しょうか。 

○健康増進課長 

 そこのところ、ちょっとよくわかりませんが、

領収証をとっておいていただきたいということは

電話であるたびに申し上げております。それを再

発行していただけるかどうかは、病院のほうの状

況になるのかなというふうに理解しております。 

○高木委員 

 既に要綱というか、いただきました助成の内容

を見ますと、６月１日からということで市民の方

にお知らせするということになっているんですけ

れども、ここでとても細かい内容になっておりま

すけれども、これがひょっとして廃棄しちゃった、

捨てちゃったよと、でも６月１日に私受けたんで

すよということになった場合に、どうなってるか

わかりませんというような、そんなことでいいん

でしょうかね。 

○健康増進課長 

 基本的には、御本人さんに病院のほうへ行って

いただいて、再発行をお願いして、そうすれば多

分病院のほうは受けていただけるかなというふう

に考えております。 

○高木委員 

 病院のほうで考えてもらってるということで、

これはどこの自治体も多いとは思いますけれども、

総合的に風疹に関しては、そういうときがあった

ら病院も親切にやってあげてくださいということ

でお願いしていただきたいなというふうに思って

おります。 
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 それから、この費用一部助成を始めますという

内容ですけれども、ここの中で私は、これが私の

ところへ送られてきたらとても疑問だなと思った

のが、実施期間と受け付け期間ですね。これって

一目でわかりますか。 

○健康増進課長 

 大変わかりにくい表現になっておって申しわけ

ないと思いますが、実施期間前に打った方を何と

かお救いしたいという思いから、このような形に

なっております。 

○高木委員 

 もう既にできてしまったかもわかりませんけれ

ども、他市のを見てみますと、受け付け期間の下

に、要は実施期間というのを下に備考欄で書いて

あるようなところもありますので、この実施期間

と受け付け期間という二つが並んでいて、１カ月

違いというこの文面は、いささか私は理解しがた

いですから、内容としてはとてもありがたいこと

なんです。私にしてみれば、４月１日からという

ように書いてくださればもっとありがたいなとい

うように思ってるんですけれども、ちょっとこの

辺、まだ間に合うようでしたら、御配慮願いたい

なと思いますけれども、いかがなものでしょうか。 

○健康増進課長 

 できるだけわかりやすい表現に直るよう検討さ

せていただきたいと思います。 

○高木委員 

 もう一つ、最後にですけれども、風疹ワクチン

が８月ぐらいをもって不足するということが心配

されておりますけれども、そうなった場合、知立

市としてはどのようにお考えでしょうか。妊娠し

ないでとか、妊娠するのは避けてとか、丙午のよ

うにそんなようなことをされるのか、ちょっとそ

の辺のところをお聞かせください。 

○健康増進課長 

 知立市においてできることは限界があるという

ふうには考えておりますが、県からの通達の中で

は、妊婦、その人の夫とか、そういう人に限定を

してということであるとか、抗体検査ができるも

のならば、それとなくお願いしてみてはというよ

うなことをいただいておりますので、その中で検

討していきたいと思っております。 

○高木委員 

 済みません、もう一つだけ。今の抗体検査なん

ですけれども、ここで一つ問題なのは、４分の３

の方がもう風疹にかかっているだろうということ

がありますので、今のお話をやはり大いに役立て

て、そういうことも、４分の３の人はもう既にき

っとここでかかってるんだろうというような、そ

んな医師のほうの見解があるということもお伝え

願いたいということはお願いできますでしょうか。 

○健康増進課長 

 その辺につきましても、委員の意向に沿えるよ

うな形で検討はさせていただきたいと思います。 

○池田福子委員 

 お願いします。 

 まず、婚姻関係は問いませんということですよ

ね。妊娠を希望する女性及びその夫と、妊娠をし

ている女性の夫なんだけど、婚姻関係は問わない

という表現が曖昧なんですよね。これは婚姻届を

出してなくても、同棲関係でもよくて、住民票さ

え知立市にあればよくてという。同居せねばいか

んとか、そういう。 

○健康増進課長 

 これは婚姻届を出していない、いわゆる内縁関

係を認めるということでありまして、県の要綱に

沿ったものになっておりますので、そういうこと

で御理解いただければと思います。 

○池田福子委員 

 じゃあ結構誰でもいいということですよね、こ

の証明書はないわけだから。 

○健康増進課長 

 それにつきましても、県の考え方が今回緊急促

進的なものという、緊急的なものということでそ

のような要綱になったというふうにお伺いしてお

りますので、よろしくお願いいたします。 

○池田福子委員 

 あと、さっき３月31日までというのは、県の期

間としては６月１日から３月31日までというのが、

もう県の指定ということでいいんですよね。 
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○健康増進課長 

 はい、県の要綱上、そうなっております。 

○池田福子委員 

 それは、市では融通はつかない、知立市では。

多尐延ばすとかそういうことは。 

○健康増進課長 

 今のところ、そのようなことを考えておりませ

んが、風疹の流行の状況とかそういうことで、今

後そういうことを検討しなければならないことが

あるのかもしれないというふうには考えておりま

す。 

○池田福子委員 

 なぜこれを申し上げたかというと、それこそさ

っき出た風疹ワクチンが不足のおそれということ

で、今まで約９万回だったのが５月には32万回と

物すごい需要になっておりまして、当然足らなく

なったにもかかわらず、期限は31日までなのかな

というちょっと疑問が残ったんですよ。そういう

ときは、どうにかなるものですかね。 

○健康増進課長 

 その辺につきましても、県の考え方とか、近隣

の考え方等を見つつ、適切に対忚していきたいと

いうふうに考えております。 

○池田福子委員 

 それから、受け付け期間がさっきあれしたよう

に、７月１日から３月31日ですよね。括弧して、

３月31日まで実施はいいのに、郵送の場合は３月

31日必着になってるんだわね。これもちょっと無

理というか、矛盾を感じる表示の仕方だと思うん

ですけれども、郵送の場合は保健センターに必着

が31日、片や実施も31日と。31日に打った人は、

飛んでいって持っていくということになるわけ。

でも、郵送だもんね。 

○健康増進課長 

 委員のおっしゃることはよくわかるんですが、

会計年度独立の原則という考え方からいくと、そ

ういうふうに文章上書かざるを得ないところがご

ざいますので、またその辺、運用上でカバーでき

ればカバーしていきたいなというふうに考えてお

ります。 

○池田福子委員 

 そうしましたら、ちょっと無理なお願いをさせ

てもらうかもしれないんですけども、お医者さん

は愛知県内どこでもいいということですね。そう

ですよね。そうしましたら、一番いいのが、それ

からワンストップサービスで、申請書をもうお医

者さんに頼むのも一つの手だと思うんですよ。申

請書を病院の窓口に頼んで、風疹の接種を受けに

来た人に、領収書とこれだけ出せばすぐ出せます

よと。ここによると、ダウンロードで出したり、

それから保健センターに申請書を持っていってか

ら書いて出すということになるんですね。だから、

市内の病院だけでも、申請書とそれの説明の要約

を病院にお願いして、協力いただいて、病院の窓

口で領収書とこれを出せばすぐ出せますというふ

うに、できたら返信用の封筒ね、ああいうのと一

緒にやっていただくと、本当に行政はすごくよく

わかってくれてるなと思うんですね。そうしない

と、成年男子だもんだから、忙しいと思うんです

よ。取りに行って、また出してということ、なか

なかしなくなっちゃうような気もするんです。そ

うなりますと、だんだん受けなくなってしまうと、

やっぱり本末転倒というか、そういうことになっ

てくると思うもので、利用者に便利なシステムを

ちょっと、それでなくたって期限が随分後追いに

なってるわけですから、今からでもいいからそれ

はできることじゃないかと思うんですけど、いか

がですか。 

○健康増進課長 

 申請書について、病院に置かせていただくこと

はできる限りやりたいと思っております。返信用

封筒については、ちょっと検討させていただきた

いと思います。 

○池田福子委員 

 返信用封筒をつけていただくとすごくいいんで

すけれどもというのがありますが、ぜひこれはお

願いしたいと思いますので、検討していただきた

いと思います。 

 ワクチンなんですけれども、この際だからいろ

いろ問い合わせがあるんじゃないかと思いますけ
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ど、同じワクチンだけど、ワクチンとつきますも

ので伺いますね。 

 今、子宮頸がんのワクチンでいろいろ取りざた

されておりますけど、何か反忚があったり、それ

から保健センターとしてはこういう対忚をしよう

とか、そういう意思統一みたいなものはお考えで

すか。これ、風疹ワクチンとちょっと違いますけ

ど、ちょっとワクチン絡みで。 

○健康増進課長 

 国からの通知のほうをいただいておりまして、

月曜日、病院に対しては積極的な勧奨は取りやめ

ましたというファクスを送らさせていただいてお

ります。本日帰りましたら、ホームページのほう

をアップしようかなというふうには思っておりま

す。あと木曜日に、書簡は既に中１の女子に送っ

てしまっておりますので、国の考えが変わりまし

て、積極的な勧奨をしなくなりましたということ

で、個別通知のほうをさせていただきたいという

ふうに考えております。 

 以上です。 

○明石委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 これで質疑を終わります。 

 次に、自由討議に入ります。 

 本案に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 次に、討論に入ります。 

 まず本案に対する反対討論の発言を許します。 

（「討論なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 議案第47号について、挙手により採決します。 

 議案第47号は原案のとおり可決することに賛成

の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手全員です。したがって、議案第47号 平成

25年度知立市一般会計補正予算（第３号）の件は、

原案のとおり可決すべきものと決定しました。 

 ここでしばらく休憩します。 

休憩 午後２時39分 

――――――――――――――――――――――― 

再開 午後２時41分 

○明石委員長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 陳情第12号 最低賃金の引き上げ、全国一律最

低賃金制の確立を求める意見書の提出を求める陳

情書の件を議題とします。 

 御意見等がありましたら、発言をお願いします。 

○高木委員 

 陳情第12号 最低賃金の引き上げ、全国一律最

低賃金制の確立を求める意見書の提出を求める陳

情書について、知立政策研究会として、賛成の意

向で意見を述べさせていただきます。 

 2012年度の都道府県ごとの最低賃金は、全国平

均で前年度より12円引き上がり、749円になりま

した。政府が掲げる全国で最低800円の実現には、

中小企業の稼ぐ力の向上が課題になって、800円

を上回ったのは、東京都、神奈川県、大阪府だけ

で、最低の高知県や島根県は652円と日本経済新

聞に報じられていました。意見書にも書かれてい

ますように、愛知県の最低賃金は758円と定めら

れ、東京都は850円で、各都道府県で最低賃金は

定められています。この陳情のように、全国800

円以上、平均1,000円に引き上げることで、非正

規労働者や派遣労働者の生活の安定を図れるよう

になればいいなということを思い、この陳情に賛

成いたします。 

○稲垣委員 

 陳情第12号につきまして、民友クラブとしまし

て、不採択の立場で陳述させていただきます。 

 最低賃金を早急に800円以上、平均で1,000円以

上に引き上げること、また日額7,500円、月額16

万円以上の全国一律賃金制の確立を望むところで

はありますが、全国47都道府県の中で賃金委員会
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が設置されており、現社会状況の中で賃金ベース

を格段に上げることは企業そのものが成り立たな

くなってしまい、元も子もありません。また、中

小零細企業は国内運営ができなくなり、ますます

空洞化に拍車がかかるものと想定されます。経営

側、労働側、そして公の立場でしっかりと考える

ことが肝要であります。こうしたことから、本陳

情に対し、民友クラブとしまして不採択でお願い

いたします。 

 以上です。 

○田中新委員 

 それでは、陳情第12号につきまして意見を述べ

たいと思います。 

 市政会といたしましては、不採択の立場で意見

を述べさせていただきます。 

 この陳情につきましては、これまで既に何度か

提出されていますが、確かに勤める側の立場から

すれば、賃金の引き上げはわかりますが、雇用者

側は全てが大企業とか余裕がある企業ばかりでは

なく、製造業等が企業の中心的な役割をなしてい

ます。企業体の現状を直視いたしましても、この

陳情に対しましては、不採択とさせていただきま

す。 

 以上です。 

○池田福子委員 

 最低賃金の引き上げ、全国一律最低賃金制の確

立を求める意見書の提出を求める陳情に対して、

日本共産党として、採択とお願いいたします。 

 昨年10月に最低賃金の改定がありました。全国

平均では749円と依然低く抑えられております。

749円を１日働いて、そして１カ月働いても、通

常の休みを入れれば、先ほど陳情の方もおっしゃ

いました、10万9,000円にしかなりません。ここ

から社会保険、税金を引いて、６万そこそこにな

ってしまった現金から家賃を引く、自由になるお

金はないに等しい、ともすると食を満たすだけで

も精いっぱい、このような状態が続けば、労働の

値下げ合戦にならざるを得ません。家庭を持つこ

ともできない、ましてや出産もできない、経済の

落ち込みはいずれ生活保護に頼らざるを得なくな

ると。未来に明るい展望を持つためにも、どこで

働いても一定の賃金が保証されるという仕組みが

必要であると思いまして、賛同するものでありま

す。 

○明石委員長 

 次に、自由討議に入ります。 

 本件に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 それでは、これより採決します。 

 陳情第12号について、採択することに賛成の委

員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手尐数です。次に、陳情第12号について、不

採択とすることに賛成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手多数です。したがって、陳情第12号 最低

賃金の引き上げ、全国一律最低賃金制の確立を求

める意見書の提出を求める陳情書の件は、不採択

とすべきものと決定しました。 

 陳情第13号 すべてのパート・非正規労働者の

均等待遇の実現および「パート労働法」の公務職

場への適用を求める意見書の提出を求める陳情書

の件を議題とします。 

 御意見などがありましたら、発言を許します。 

○高木委員 

 陳情第13号 すべてのパート・非正規労働者の

均等待遇の実現および「パート労働法」の公務職

場への適用を求める意見書の提出を求める陳情書

ですけれども、この陳情は働く人々、特に女性や

青年層の占める割合が多いことが現状です。パー

トタイム労働法の改正内容は、真の均等待遇の実

現とはいかなかったようです。意見書に書かれて

おりますように、有期労働契約も若い人と定年後

の雇用では考え方が大きく違います。早期にパー

ト労働者の雇用の安定、均等待遇の陳情に賛成い
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たします。けれども、公務職場に厚生労働省所管

のパートタイム労働法が直ちに当てはまるものと

は思えません。しかしながら、この陳情のように、

多くのパート労働者、公務職場で働かれている非

常勤職員などの雇用の安定は必要です。知立政策

研究会は、この陳情を採択といたしたいと思いま

す。 

○稲垣委員 

 陳情第13号について、民友クラブとしましては、

一貫して不採択の立場で陳述してまいりました。 

 今の社会状況からして、陳情、意見書は、今後

に向けての改善という部分について考えますとや

ぶさかではございませんが、雇用の安定と労働者

の均等待遇など、労働条件につきましては、労使

間で決定されるのが基本であると考えます。よっ

て、本陳情につきましては、不採択でお願いいた

します。 

○田中新委員 

 すべてのパート・非正規労働者の均等待遇の実

現および「パート労働法」の公務職場への適用を

求める意見書の提出を求める陳情書、第13号につ

きまして、市政会といたしまして、不採択の立場

で意見を述べたいと思います。 

 労働者の立場、安定雇用の考え方からも、この

意見書の内容に関して理解できないこともないで

すが、厳しい中小企業の運営を思慮いたしますと、

この意見書につきましては、採択がふさわしくな

いと思います。 

 以上です。 

○池田福子委員 

 陳情第13号 すべてのパート・非正規労働者の

均等待遇の実現および「パート労働法」の公務職

場への適用を求める意見書の提出を求める陳情書

について、日本共産党として採択といたします。 

 欧米では、均等待遇は常識であります。貧困問

題の解決、差別的雇用の解決など、働く側のモチ

ベーションも上がり、職場の実績も上がります。

決して正規社員の待遇を下げるというのではなく、

むしろ非正規雇用者の待遇を引き上げるべきであ

り、公務職場も例外ではなく、むしろ公務職場が

積極的に取り組み、実績を示せば、民間も取り入

れやすいということです。人件費をコストと考え、

削減ばかりを考えるようでは、人材は育たないわ

けです。そのため実績も下降する、当然経済も低

迷、そのような意味からも、この陳情書は大きな

意味を持ち、採択といたします。 

○明石委員長 

 次に、自由討議に入ります。 

 本件に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 それでは、これより採決します。 

 陳情第13号について、採択することに賛成の委

員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手尐数です。次に、陳情第13号について、不

採択とすることに賛成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手多数です。したがって、陳情第13号 すべ

てのパート・非正規労働者の均等待遇の実現およ

び「パート労働法」の公務職場への適用を求める

意見書の提出を求める陳情書の件は、不採択とす

べきものと決定しました。 

 陳情第14号 新卒者の就職先の確保、失業者の

雇用確保を図るための意見書の提出を求める陳情

書の件を議題とします。 

 御意見などがありましたら、発言をお願いしま

す。 

○高木委員 

 陳情第14号 新卒者の就職先の確保、失業者の

雇用確保を図るための意見書の提出を求める陳情

書について、賛成の立場で。 

 新卒者の就職率の低下や非正規雇用の割合は上

昇しております。本当に就職先がなくて、大学を

卒業しても、高校を卒業しても就職先がなく、困

ってみえる方が私の近くにもおみえになります。
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新規の大学を卒業する者の約半数が就職がうまく

移行できていないことが新聞報道、テレビでも報

道されております。しかしながら、比較的小規模

な企業は、大卒・新卒者の雇用の意欲は高いので

すが、そこへ新卒者が希望しないというミスマッ

チが生じております。若年者に安定した雇用を確

保することは、先ほどと同じように、持続・安定

的にな経済、健全な財政のみならず、現在及び将

来にわたる安定した社会の維持のためにも不可欠

なことです。今後の高齢社会においても、この今

の若者たち、失業者を拾っていかなければ、何も

話になりません。特に雇用の拡大、この陳情に知

立政策研究会は採択をします。 

○稲垣委員 

 陳情第14号に対し、民友クラブとしまして、不

採択の立場で討論させていただきます。 

 企業に対し採用枠を広げ、雇用の場を確保する

よう促すことは、基本的に労使間で決定されるべ

きであります。国内で仕事をつくっていくことが

最も重要で、仕事の創出こそ雇用の拡大につなが

るものと考えます。よって、本陳情につきまして

は不採択とさせていただきます。 

 以上です。 

○坂田委員 

 陳情第14号については、不採択の立場で意見を

述べさせていただきます。 

 陳情に記してある問題については、既に厚生労

働省において、平成25年１月から文科省・経産省

との連携により、未内定就活生の集中支援2013に

取り組むとともに、就職が決まらないまま卒業し

た方に対しても、未就職卒業生への集中支援2013

に取り組み、就職の実現に向け、政府としても全

力で取り組んでいる中であります。そうした中、

改めて意見書を出す必要はないと考えますので、

本陳情は不採択でお願いします。 

○池田福子委員 

 陳情第14号 新卒者の就職先の確保、失業者の

雇用確保を図るための意見書の提出を求める陳情

書について、日本共産党として採択といたします。 

 新卒者の内定率は依然として低迷、卒業と同時

に失業状態となる、親の仕送りも減り、アルバイ

トほかの非正規雇用者が優先となる、頼みの綱は

奨学金であるが、貸与式ときていますので返済が

必要、数100万円の借金をしたまま卒業、返済を

迫られるが、まともに就職できないのが現実であ

ります。また、せっかく正社員として採用されて

も、ブラック企業であれば、過酷な労働を強いら

れ、体調を崩し、退職を迫られる、未来を託す若

者の働き方をもっと有意義なものにするためにも、

この陳情書を採択といたします。 

○明石委員長 

 次に、自由討議に入ります。 

 本件に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 それでは、これより採決します。 

 陳情第14号について、採択することに賛成の委

員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手尐数です。次に、陳情第14号について、不

採択とすることに賛成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手多数です。したがって、陳情第14号 新卒

者の就職先の確保、失業者の雇用確保を図るため

の意見書の提出を求める陳情書の件は、不採択と

すべきものと決定しました。 

 陳情第15号 農業と日本の食料主権、地域経済

を破壊するＴＰＰ参加に反対する意見書の提出を

求める陳情書の件を議題とします。 

 御意見などがありましたら、発言をお願いしま

す。 

○高木委員 

 陳情第15号 農業と日本の食料主権、地域経済

を破壊するＴＰＰ参加に反対する意見書の提出を

求める陳情書について意見を述べさせていただき

ます。 
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 日本がＴＰＰに参加すれば、関税撤廃による農

林水産業への打撃により地域経済、社会や国の食

糧自給率に大きな影響が及ぶと思われています。

先日も新聞に載っておりましたが、農村部におき

ましては、今高齢者が農業に参加して生きがいに

なっているのにもかかわらず、もう農業をやめな

ければならないということで、先日も新聞に載っ

ておりました。特に食の安全性はもとより、どう

やってこの安全性を確保していくのか疑問に思い

ます。私たちに不可欠な医療についても、保険に

ついても、これからどのようになるのかが不透明

です。ＴＰＰの取り組み、制度がこれまでの日本

の仕組みの変更を余儀なくし、私たちの生活が安

全と言えるものになっていくのか、不可能です。

ＴＰＰの参加反対の陳情に、知立政策研究会とし

て採択の意見を述べさせていただきました。 

○稲垣委員 

 陳情第15号 農業と日本の食料主権、地域経済

を破壊するＴＰＰ参加に反対する意見書の提出を

求める陳情書につきまして、民友クラブは一貫し

て不採択の立場であります。 

 環太平洋地域の貿易の活性を考える上で、協議

への参加に反対するものではありません。よって、

本陳情につきましては賛成いたしかねます。 

 以上です。 

○坂田委員 

 陳情第15号については、不採択の立場で意見を

述べさせていただきます。 

 ＴＰＰ参加問題については、日々新聞等で報道

されておりますように、メリット、デメリットが

あり、意見の統一は不可能と考えます。今後、政

府は情報提供するとともに、きょうの新聞にも載

っておりましたような説明会も必要とは考えます。

その上で、安倍総理は去る３月15日の記者会見に

おいて、ＴＰＰ交渉参加を表明されました。安倍

政権を支持する我々市政会としては、当然安倍政

権の政策には賛同しますので、本陳情は不採択で

お願いします。 

○佐藤委員 

 民友クラブと、それから市政会から反対の意見

表明がなされましたけれども、実は中日新聞の６

月17日付で、ここにはＴＰＰ反対慎重、そうした

意見書、決議などが44都道府県議会で可決をされ

て、そして自民系の方々も同調するというような

形で、それぞれの道府県議会の中でそうしたこと

が取り扱われているんですね。とりわけ安倍総理

が交渉参加を表明した３月15日以降に、これが大

変ふえているという実態なんです。御承知のとお

り、ＴＰＰは環太平洋貿易連携協定でありますの

で、現在アメリカを初め11カ国が参加交渉をして

いるわけですね。そして、このＴＰＰは本当に慎

重な議論・検討が必要な中身だというふうに私は

思っております。そう単純にどこかが賛成したと

か、単純に貿易が活性化するとか、そうしたこと

ではなくて、しっかりとやっぱり見ておくことが

必要なんですね。一つは、あらゆる貿易において、

それぞれの国は自国の産業等を守るために関税と

いうものをかけております、それは高い、低いは

いろいろありますけれども。しかし、このＴＰＰ

につきましては、貿易について関税を基本的に撤

廃するということになるんですよね。本当にそれ

で自国の農業や産業やそういうことがしっかり守

られるのかという検証がなされてるのかというこ

とが大きな問題で、反対している自治体もあれば、

そこに慎重に対忚すべきだという意見書もある、

そうした性格の問題です。なぜそのようになって

いるのかと。関税がゼロになった場合、日本の産

業、地域経済、地域はどうなるのかということを

深く検討する必要があると思うんです。農業につ

いていけば、御承知のとおり、農水省がもう既に

発表しましたけど、日本の米の90％は関税ゼロに

した場合、なくなるという試算を出しています。

食糧自給率は40％から13％低下です。農業に関連

した産業、食品加工、流通などを含めて350万人

以上の雇用が失われると。こうした試算の出た後

に、内閣官房のほうから試算が出されましたけれ

ども、差し引きして返ってくるものと出るものを

合わすと、いいんだということがありますけども、

それは前提が極めて有利に見せかける、トリック

に見せた試算をやっているんです。こうした実態
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があるということなんです。農業に関して言えば、

安倍総理は攻めの農業だと。しかし、耕作面積で

見れば、アメリカは日本の100倍以上です。オー

ストラリアは1,500倍です。と同時に、日本にお

いては亜寒帯から亜熱帯まで、そしてさらに中山

間地を含め、過疎地を含め、多様な気象条件と社

会的条件のもとで農業が営まれてるわけで、安倍

総理は攻めの農業などと言ってますけど、それら

に対して具体的な方策は何も示しておりません。

これが本当にちゃんとできとったら、日本の農業

は後継者もふえて、農業所得もふえているはずで

す。ところが、ふえないということは、今までも

大規模化だとかそういうことを言ってきたけれど

も、成功しなかったということなんですよ。そう

いったことをしっかりと見ておくことはとても必

要だというふうに思うんです。それと同時に、農

業だけではありません。ＴＰＰは、農産物含む物

品の関税撤廃を原則にしながら、金融や保険、公

共事業の参入、医療の規制緩和、労働の移動の自

由化など多くの分野を対象にしておるわけです。

国民生活や社会を守る国内のさまざまな制度や仕

組みを、国を超えた自由な取引、企業活動に対す

る規制を非関税障壁として、その緩和・撤廃を迫

っているんですよ。ですから、今回の陳情におい

ても、44都道府県が慎重な審議、慎重な取り扱い、

反対の意見書を上げてると同時に、農業団体だけ

ではないんですよね、これは。全漁連、全信連、

商工会議所、消費者団体など、医師会なども含め

て、幅広い人たちが上げてるんです。しかし、こ

れについて安倍総理が３月に参加表明をし、その

後アメリカと事前協議をし、合意をいたしました。

そして、守るべきものは守るということを表明さ

れたんです。しかし、どうですか。きょうの中日

新聞、先行して参加した11国の中でさまざまな合

意がなされています。後から入ってきた日本は、

何か守るべきものが守れるかもしれないと言って

ますけれども、きょうの政府の業界団体の説明は

どうですか。先行して政府は、農業や工業などの

業界団体やったと、そして参加国が既に合意した

分野では、日本の意見を反映させるかどうかにつ

いて、政府担当者はひっくり返すのは難しいと言

ってるんですよ。ここに日本の米や自民党が言っ

てた守るべき５品目やその他が入っとったら、ひ

っくり返らないということですよ。そういうこと

をしっかりと見ておかないと、ただ単純に議論し

てはやっぱりいけないと。結局の話が、そしてア

メリカは、こうした日本との合意をしました。Ｔ

ＰＰと同時に、日米の２国間での交渉も始めてる

んです。実質11カ国の中で、ＧＤＰは日本とアメ

リカで90％です。ＴＰＰそのものは日本とアメリ

カの交渉そのものにほかならないんですよ。だか

ら、そういうところは実際見ておく必要があるし、

安倍総理は守るべきものを守ると言いましたけれ

ども、アメリカ政府の発表では、文書発表は日本

の農産物についての言及は一切ない、４月24日、

日本の交渉参加を認める意向を米議会に通知した

文書でも、日本が全品目交渉対象とし、高水準で

包括的な協定を年内に賛成させると約束したと、

オバマ政権が線引きを認めたなんてことは、一言

もアメリカは認めてないんですよ、先ほど言った

ように、今言ったきょうの新聞報道によれば、政

府でさえも先行して合意取り決められてる部分に

ついてはひっくり返すことができないと言ってる

んです。もしもこれに米など入っていたらどうで

すか。守れますか。守れないじゃないですか。日

本の姿を本当に変えてしまうようなものを、ぜひ

慎重審議をしてほしいと。アメリカは、そうして

全てのものが対象だと、日本も認めたと、そうし

た文脈の中で何をやったかというと、対日の関税

の問題、非関税障壁について、アメリカは何をや

ったかというと、パブリックコメントをやったん

ですよ、多国籍企業やその他を含めて。そして、

多国籍企業は何と言ってるかというと、日本に店

舗を有する世界最大の小売業者ウォールマートは、

日本人顧客の主な食品となってる赤肉、かんきつ

類、ワイン、乳製品、さまざまな加工食品には高

い関税がかかっていると非難をし、関税の撤廃を

要求をしていると。ウォールマートは日本がＴＰ

Ｐに参加することで、日本におけるウォールマー

トの店にとっては、さらなる競争関係をつくり出



- 43 - 

す。さらに在日の米国商工会議所は、日本の参加

でＴＰＰが世界の国内生産、ＧＤＰの40％、世界

貿易の３分の１を占めることになると歓迎しまし

た。日本の参加によって、経済的には米国がＴＰ

Ｐから得られるＧＤＰ増加分が240億ドルから770

億ドルへと３倍化すると言ってるんですよ。これ

はどういうことかというと、ＧＤＰで90％を占め

るのは日本とアメリカなんですよ。アメリカのふ

えた分だけ日本が減るということを意味してるん

ですよ。そういうことを含めて、アメリカのルー

ルでもってやられるそうしたことが本当にいいの

かというのは、慎重な審議が必要なんですよ。単

純に今ここで党のほうが決めてるとか、一貫して

反対してきたとか、状況が先ほど紹介したこの記

事だけでも大変なことなんですよ。もうひっくり

返すことは難しいと言ってるんですから。ここに

米など入ってたらどうするんですか。このままど

んどん突き進めということにはならないと思いま

す。 

 そういったもろもろ述べましたけれども、そん

な趣旨で、私はＴＰＰについて安易に参加するの

ではなく、日本の国の形を変えるこの事態に、や

っぱり政府は撤回すべきだと私は思います。同時

に、昨年の衆議院選挙では、自民党はこの５品目

を守ることを前提にしながら、ＴＰＰ反対を掲げ

たじゃないですか。当選した議員の６割がＴＰＰ

反対を掲げました。ポスターに、自民党はうそは

つかないといって書いて当選されたんですよ。し

かし、何ら国民説明責任や懸念が増すだけの中で

ないままに、どんどんなっていいんですか。結果

についても、このＴＰＰは結果、合意してる中身

は条約じゃないから、国会で批准しなくてもいい

んですよ、相互の合意文書の中でやれば。それと

同時に、４年間はその結果については明らかにし

ないというわけでしょう。決まったことについて

は、これからも明らかにしないんですよ、この中

身について。中身について明らかにできないもの

を、いいとか悪いとか言えない、懸念が増すわけ

ですので、そうしたものに安易に乗ってというこ

とは、私は賛成できません。ですから、私は反対

する意見書を当然出して、立ちどまって考えるべ

きだということを言っておきたいというふうに思

います。 

○明石委員長 

 次に、自由討議に入ります。 

 本件に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 それでは、これより採決します。 

 陳情第15号について、採択することに賛成の委

員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手尐数です。次に、陳情第15号について、不

採択とすることに賛成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手多数です。したがって、陳情第15号 農業

と日本の食料主権、地域経済を破壊するＴＰＰ参

加に反対する意見書の提出を求める陳情書の件は、

不採択とすべきものと決定しました。 

 陳情第16号 原発をなくし、自然エネルギーへ

の転換を求める意見書の提出を求める陳情書の件

を議題とします。 

 御意見などがありましたら、発言をお願いしま

す。 

○高木委員 

 陳情第16号 原発をなくし、自然エネルギーへ

の転換を求める意見書の提出を求める陳情書につ

いて、採択の立場で意見を述べさせていただきま

す。 

 東日本大震災に伴う福島第一原発の事故は、い

まだ終息せず被害を拡大しております。もんじゅ、

大飯、敦賀、美浜、近いところでは浜岡と、中部

地方には７カ所もの原発所在地があります。福島

の教訓を生かし、直ちに原発の稼働をとめ、自然

エネルギーへの転換を求めるこの陳情、意見書に

賛成いたします。太陽光、風力、地熱など、地域
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に合った自然エネルギーの普及を進めていただき

たいと思います。 

○稲垣委員 

 陳情第16号につきまして、民友クラブとしまし

て、不採択の立場で討論させていただきます。 

 自然エネルギーへの転換は、当然ながら必要で

あります。エネルギー政策につきましては、社会

経済全体のことを考えますと、まだまだ議論が必

要であり、こうした観点から、本陳情につきまし

ては不採択とさせていただきます。 

 以上です。 

○石川委員 

 原発を直ちになくしてという陳情でございます

が、私はそう簡単にいくものではないと。これは、

エネルギーの転換でありますから、直ちにそうい

うことができるということではありません。この

間、報道ではもう本当に極端に悪くなることだけ

の報道がなされているように私は感じます。とい

いますのも、今、電力会社はどうやって電気をつ

くっておるかというと、化石燃料に頼っているわ

けです。猛烈な輸入をしております。したがいま

して、すぐ電力料金にはね返って、値上げをしな

ければならない。そして、環境問題を見たとき、

いかがですか。大変なＣＯ２を出してるんですよ。

そのことは一つも報道はされてないんです、実は。

悲観的な報道ばかりされてるんですが、この原発

を稼働してからでも30何年という歴史を持ってお

ります。そして、今文明社会でありますから、１

日たりとも電気がなくて今生活ができますかとい

うことであります。文明社会においては、ある意

味でその文明に乗っかっていかないと、人間の先

はないわけであります。全面的に稼働ということ

はありませんが、今新しい基準を設けながら、大

変な安全性をチェックしながらのことであります

ので、やはりその基準をクリアできれば、再稼働

もいいのではないかと思います。自然エネルギー

といって、簡単に言っておりますが、これは全然

今行き詰まっているというのを御存じですか。風

力発電なんかは、発電落ちを、あるいはメガソー

ラーの非常に大きな場所で電気を起こすんであり

ますが、送電網が整備されてないがために、もう

次からはメガソーラーはできないのではないかと

言われておるんです。そういう事実がなかなか報

道されませんものですから、今電気足りとるじゃ

ないかと、こういう言い方をされますが、ＣＯ２

のまき散らし方は非常に大変なことです。これで

肺がんになるんで、きっと大分の人が亡くなって

います。はっきりしたデータはありませんけれど

も。やはり、そういう部分からいって、直ちにと

める、今ほとんどとまっているわけでありますけ

ども、これは大変なことであります。エネルギー

政策というのは、そう簡単には終わることはでき

ません。そして、また輸出という問題が今起きて

おります。今、世界で注目されているのは日本の

原子力、原発というのは非常に安全性が高いとい

うことで、引き合いが出てきているわけです。福

島の事件があってからの２年間というものの処理

をしっかりと世界は見ておりますし、世界ととも

に今、安全性を求めて進んでおるわけです。自分

たち人間というのは、やはりその文明に乗っかっ

ていかなくてはいけません。原発の事故があると、

もう大変な被害があるといいますが、日々皆さん、

どうですか。自動車事故で亡くなられる方、どれ

だけおられますか。これは文明のいたすところの

一部なのであります。しかしそれは、それでそう

いうところに乗っかっていかなくてはいけない部

分があるのであります。そういう部分を思えば、

直ちに原発をやめろというのは、ちょっと考えに

くいことであります。したがいまして、私は不採

択といたします。 

○佐藤委員 

 私は、まず一つは、今さまざま言われました、

電力をどうしていくのかという問題が言われまし

たね。しかしながら、福島は終息どころか、だだ

漏れの汚染された地下水、これの対忚が非常に困

難をきわめてるわけですよね。廃炉にするにした

って、40年先で本当にいいのかどうかということ

もわからないわけです。今回いろいろ言われまし

たけれども、稼働するということになれば、新た

な使用済み核燃料をどんどん生み出すことになる
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わけです。現在でも最終処分場について、その処

理の仕方について何ら、お金はつぎ込んできまし

たけれども、定まっていない、こんな中で再稼働

をし、新たな使用済み核燃料をどんどん生み出す

ということが本当に妥当なのかどうか、もう一度

私たちは謙虚に考えないかん課題じゃないかとい

うふうに思うんです。自然エネルギーに転換する

に当たっては、さまざまな、石川委員が言われた

ような問題点があることは、そのとおりだという

ふうに思うんです。そして、文明のことは言われ

ました。しかし、福島を契機にして自然エネルギ

ーに転換するというのは、新たな文明への扉を開

く道なんですよね。ここを抜きにして原発を再稼

働させたり、外国にどんどん輸出をさせたり、本

当にそれでいいのかということが問われてるんじ

ゃないですかね。私はこの間、インドへの原子力

協定交渉を加速をさせる、さらにはフランスと原

発輸出で推進をする、そしてさらには東欧に行っ

て原発をやる、私は、いろいろありますけれども、

あの事故に対する安全神話とそれを払拭していな

いし、それをどんどん自分のところの足元の原発

の事故の原因やそうした実相も明らかにならない

中で、どんどん経済の発展というそのことでもっ

てトップセールスを行うというのは、極めて気持

ちの悪いといいますか、このモラルはどうなって

るんだろうかということを私は本当に痛感をいた

します。そんなことを含めて、やはり日本がやる

べきことは、廃炉に向けた研究を、本当に原子力

の場合で行けば、自然エネルギーへの転換に思い

切って予算を割くことと、これから順次廃炉にし

ていかないかんわけですよ、いずれにしても。直

ちにゼロにするかどうかはともかくとして、廃炉

にしていかないかんですよ。最終処分場だってそ

の研究をせないかん、そういう時期に来てるのに、

そうした点では、日本はやっぱりそこのところに、

原子力政策は廃炉技術の確立などを含めてシフト

していくことこそ今求められてるし、そういうこ

とを含めながら、新しいエネルギーで扉を開いて

いくということがどうしても私は必要だというふ

うに思います。ぜひともそうした点で、この陳情

を採択してほしいなというふうに思っているとこ

ろです。 

 以上です。 

○明石委員長 

 次に、自由討議に入ります。 

 本件に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 それでは、これより採決します。 

 陳情第16号について、採択することに賛成の委

員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手尐数です。次に、陳情第16号について、不

採択とすることに賛成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手多数です。したがって、陳情第16号 原発

をなくし、自然エネルギーへの転換を求める意見

書の提出を求める陳情書の件は、不採択とすべき

ものと決定しました。 

 陳情第17号 学童保育の拡充と最低基準づくり

を求める意見書の提出を求める陳情書の件を議題

とします。 

 御意見などがありましたら、発言をお願いしま

す。 

○高木委員 

 陳情第17号 学童保育の拡充と最低基準づくり

を求める意見書の提出を求める陳情書に意見を述

べさせていただきます。 

 知立市の放課後児童クラブは小学校７校に１カ

所ずつあり、知立市の目指す子育て支援の一環を

担っていると思います。待機児童に始まり、子育

てと保護者の仕事の両立にこの放課後児童クラブ

の役割が大きく影響するものです。今後の子育て

支援策を考える子ども・子育て会議において、放

課後児童クラブの抜本的な計画など、子育て支援

策や質の改善になどについて検討することになっ
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ております。意見書にも書かれておりますけれど

も、指導員の基準とともに放課後児童クラブの質

の向上のためにも、基準ができることを要望する

この陳情に知立政策研究会は採択といたします。 

○稲垣委員 

 陳情第17号につきまして、民友クラブとしまし

て、不採択の立場で討論させていただきます。 

 指導員の人件費の常勤と複数で予算化という分、

また福利厚生費の予算化など、当市の財政からは、

現状では手が届かないところもあります。こうし

た部分については、放課後児童クラブということ

で、他市と比べても充実していると考えられます。

今以上の充実につきましては、従来申し上げてき

ましたように、受益者負担の原則ということも含

めた議論が必要であるかと考えられます。よって、

民友クラブとしまして、不採択とさせていただき

ます。 

 以上でございます。 

○石川委員 

 学童保育の拡充ということでございますけども、

現時点で、学童保育については厚生労働省、放課

後児童健全育成事業という形で行われており、片

やもう一方では、文部科学省の放課後子ども教室

推進事業というのも行われております。これらを

一体化してやるのか、あるいはどのようにするの

かということがまだ明確でないままに、ただ学童

保育だけを優先させるのかどうかというのは、大

変な疑問がございます。この両方のことをしっか

りと考える中で、その後またそういういろんな諸

事情、そういうものを検討すべきだと思いますの

で、今回の陳情に対しましては、不採択でお願い

します。 

○佐藤委員 

 学童保育ですね、放課後児童クラブ、そもそも

この放課後児童クラブは、働く父母が小学校就学

前については保育園があり、保育に欠ける子供た

ちの措置がされとったわけです。しかしながら、

小学校に入っていくと、共働きなどで保育に欠け

る子供たちのものがないということから、父母が

共同で運営を始め、それが広がり、今日に至り、

そして多くの場合が民間でお父さんやお母さんた

ちが運営していた学童保育が公立の学童保育に変

わると、そのような経過をたどってきたのかなと

いうふうに思ってます。この知立市でも、そもそ

もは民間の父母運営の学童保育はありまして、そ

うした父母の運動、地域の住民の皆さんの運動が

あって、全ての小学校区に公立の学童保育場、放

課後児童クラブが形成をされてきたという歴史が

あるわけです。現在は、それぞれの保育園なりの

先生が責任者をかねるような形でやられてますけ

れども、そこで実際に子供たちの面倒をみる人た

ちは、児童厚生員、臨時職員であったり、それに

プラスすることのパートの職員で運営してきてい

るというのが実態であります。そして、全国的に

は公立化された学童保育だけではなくて、今なお

父母で運営しながら、苦しい中で運営してる学童

保育がたくさんあることも実態であります。そん

な中で、この陳情が述べてるように、安定的な保

育をやろうと思うと、それなりの賃金を保証する

こと等がどうしても必要だということなんです。

これは、知立市に対してやってくださいという中

身ではありません。これは内閣総理大臣宛て、厚

生労働大臣宛てで国の施策として進めてください

という内容でございます。同時に、学童保育、放

課後児童クラブと放課後子ども教室ですか、それ

は本来は保育に欠ける子供を対象にするから、児

童福祉法の中で厚生労働省の管轄であるわけで、

文科省管轄は子供たちの放課後の居場所づくりと

いうことでそもそもスタートしてる事業で、その

趣旨が全然違うんですよね。将来これがどうする

かという問題はあろうかと思いますけれども、今

現在は务悪な条件の中で働いてる指導員の人件費

を常勤、それから複数で予算化することなどは必

要な、どういう方法論をとるかということは別に

しても、そういうことが必要ではないかと。さら

に、そうした人たち、公立で働いて非常勤であっ

たり、パートであったり、そういう人たちには福

利厚生はありません。常勤という形になって初め

てそういうことが発生するんだろうというふうに

私は理解をしております。同時に、長い学童保育
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の父母たちの運動によって厚生労働省が放課後児

童クラブのガイドラインというものを作成したん

です。ただ単に厚生労働省がある日当然つくった

のではありません、これらも。長いそうした父母

を含めた関係者の努力によって、そうした運動の

中で形成されてきたというのが放課後児童クラブ

のガイドラインであります。ですから、そこには

面積の基準がございまして、それらの面積の基準

に基づいて、尐なくとも知立市は放課後児童クラ

ブの中で面積基準を満たすような定員配置やその

他になってるというふうに、私はそういう質問を

してきましたし、理解をしているところです。し

かしながら、全てがそこに至ってるわけではござ

いません。そんなことから、放課後児童クラブの

ガイドライン、これらの検討する中で、学童保育

の最低基準を策定してほしいというのがこの陳情

の趣旨であり、当然の流れではないかというふう

に思います。ですから、私はぜひこの点で、採択

をしていただくことが妥当だというふうに私は思

っておりますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

○明石委員長 

 次に、自由討議に入ります。 

 本件に対する自由討議の発言を許します。 

（「自由討議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 自由討議なしと認めます。これで自由討議を終

わります。 

 それでは、これより採決します。 

 陳情第17号について、採択することに賛成の委

員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手尐数です。次に、陳情第17号について、不

採択とすることに賛成の委員は挙手願います。 

（賛成者挙手） 

○明石委員長 

 挙手多数です。したがって、陳情第17号 学童

保育の拡充と最低基準づくりを求める意見書の提

出を求める陳情書の件は、不採択とすべきものと

決定しました。 

 以上で、本委員会付託された案件の審査は全て

終了いたしました。 

 なお、本会議における委員長報告の文案につき

ましては正副委員長に御一任願いたいと思います

が、御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○明石委員長 

 御異議なしと認め、そのように決定いたしまし

た。 

 以上で、市民福祉委員会を閉会します。お疲れ

さまでした。 

午後３時31分閉会 

――――――――――――――――――――――― 
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